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農林水産省環境報告書２００８の発行にあたって

私たちの地球を取り巻く環境問題は、温暖化の進展、生物多様性の喪失、資源の枯

渇など、日常生活や様々な事業活動と密接に関連しています。特に食を支える農林水

産業は自然の循環機能と持続性の上に営まれており、地球環境の悪化は農林水産業に

多大なる影響を与えます。

これらの問題に対しては、例えば、高温に対応した水稲の新品種の開発、農林水産

業を通じた生息環境の改善による新潟県佐渡島でのトキの放鳥実現など、多くの関係

者が一丸となってその解決に向けて取り組んでおり、これらをさらに広げていくこと

が重要です。

農林水産省としては、環境保全型農業をはじめとする生物多様性保全を重視した施

策、森林吸収源対策や温暖化適応策などの地球温暖化対策、国産バイオ燃料の生産拡

大など資源・環境対策を積極的に推進しているところです。また、農林水産省庁舎に

おける省エネルギーやリサイクル等にも取り組んでいます。

本報告書は、これらの農林水産省における取組についてとりまとめたものです。こ

の報告書をご覧いただき、農林水産業と環境との関わりについてお考えいただくとと

もに、皆様からのご意見をお寄せいただければ幸いです。

平成２１年１月

事務次官 井出 道雄



農林水産省の環境関連施策の紹介

＜トピックス＞ 環境に配慮した地域の取組＜トピックス＞ 環境に配慮した地域の取組

農地・水・環境保全向上対策の取組１．

農地・水・環境保全向上対策とは(1)

農地・水・環境保全向上対策とは、農地・農業用水等の資源や環境の良好な保全とその

質の向上を図る地域ぐるみでの共同活動と農家ぐるみでの先進的な営農活動を支援する施

策であり、平成19年度から導入されました。この対策により、過疎化・高齢化・混住化等

に対応し、将来にわたって農業・農村の基盤を支え、環境の向上を図ります。

農地・水・環境保全向上対策の取組状況(2)

平成19年度の取組状況としては、１万７千の活動組織が、116万haの農地を対象に地域

ぐるみでの共同活動に取り組み、このうち、２千の活動組織が、４万６千haの農地を対象

に、環境に優しい先進的な営農活動に取り組みました。全国の多くの地域で、創意工夫を

活かした取組が広がっています。

【事例】農地・水・環境保全対策に町全体で取り組む

千葉県睦沢町では、15集落が町の1,000haの農地を活動エリアとする活動組織を立ち上げ、町のほぼ全域で、農業

用施設の保全管理や景観形成活動などに取り組んでいます。さらに、町の有機センターで生産されるたい肥を購入

し、そのたい肥を全町の水田に散布し、町ぐるみでの環境保全型農業の推進と、町ブランドの特別栽培米づくりに

活用しています。
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２．トキ、再び空を舞う

平成20年９月25日に新潟県佐渡市で10羽のトキが試験放鳥され、27年ぶりに日本の空に

羽ばたきました。トキは朱鷺（とき）色と言われる羽を持つ美しい鳥ですが、その羽目当

ての乱獲があったことなどから、日本の空から姿を消しました。その後、中国から贈呈さ

れた２羽のトキの人工繁殖や、野生復帰に向けての環境づくりが続けられてきました。

トキは水田などに生息するドジョウやカエルを餌としており、松林をねぐらとしている

ことから、野生復帰にあたっては、農林水産業のあり方が極めて重要であり、農林水産省

としても関係者と連携しながら、餌生物の生息環境調査や、水田利用型ビオトープなどの

整備、松くい虫対策による松林の保全等に取組んできました。

今後も、トキの野生復帰に象徴される、生物多様性の保全を重視した持続可能な農林水

産業を推進し、自然と共生する、人にとっても豊かな暮らしの実現を図ります。

○ 朱鷺（とき）と暮らす郷づくり認証制度

佐渡市では、水田の生きものを育む農法を行い、トキが餌場としても

利用できる水田で栽培されたお米を認証し、トキのマークを表示して販

売する「朱鷺と暮らす郷づくり認証制度」がスタートしています。この

マークは、トキや水田の生物多様性保全への貢献と、そのような生きも

の豊かな環境で栽培されたお米であることをあらわしています。

＜認定基準＞

①佐渡市で栽培

②エコファーマーが栽培

③特別栽培（無農薬・無化学肥料、

又は佐渡地域慣行比５割以下）

④「生きものを育む農法」により栽培

※ 佐渡市では農薬や化学肥料を削減するだけ

でなく、生きものが暮らしやすい水田環境

を作り出す農法を「生きものを育む農法」

としています。

参照URL】http://www.city.sado.niigata.jp/eco/info/rice/index.shtml【
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３．世界自然遺産「知床」における生態系の保全

(1) 世界自然遺産「知床」について

平成17年７月に世界自然遺産に登録された知床半島は、北海道の東北端に位置し、流氷

が育む豊かな海洋生態系と原生的な自然環境を有する陸上生態系が連続した複合生態系の

顕著な見本となっているとともに、国際的にも希少な種であるシマフクロウやオジロワシ

などの生物が生息・生育する貴重な地域です。

遺産地域（陸域）の大部分は国有林野（約４万６千ha）ですが、この遺産地域を将来に

わたって適切に保存していくためには、その周辺部と一体的に自然林の再生や保全を図っ

ていく必要があります。また、知床五湖等の特定の場所へ来訪者が集中したり、エゾシカ

の食害が増加したりしていることが植生へ影響を及ぼしていることが問題となっていま

す。

ヒグマの親子 シマフクロウ

(2) 「知床」における生態系保全の取組

林野庁では、これまで、この原生的な森林生態系

を有している区域を「知床森林生態系保護地域」と

して適正な保全・管理に努めてきたほか、治山ダム

等の河川工作物について、サケ科魚類の遡上を容易

にするための改良工事を行うなど、知床の特徴であ

る陸と海との生態系のつながりの保全に取り組んで

きました。

「知床森林生態系保護地域」

このような中、平成19年度からは、遺産地域周辺部を含めた地域において 「知床自然、

の森林づくり」を実施し、ＮＰＯや企業等から多くの参加者を得て、植生の回復を図るた

め、広葉樹林化をはじめとする多様な森林づくりを進めたり、知床の森林特性を活かした

多様な森林体験活動のメニューを作成し、来訪者や森林づくりの参加者に配布するなど国

民参加による森林づくりに取り組んでいます。
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また、遺産地域における国民参加による森林づくり活動や森林環境教育が効果的に行え

るよう、平成19年度には、世界遺産の入口に位置する斜里町ウトロ地区に、これらの活動

の拠点となる「知床ボランティア等活動拠点施設」を整備しました。この活動拠点を活用

し、エゾシカによる食害にかかる体験学習や森林教室など国民参加の森林づくり活動や森

林にふれあうイベント等を行っています。さらに、平成20年度には、世界遺産を訪れる人

々とのつながりを深めながら、知床の森林の維持・保全を図るため、北海道森林管理局知

床森林センターを同地区に移転することとしています。

＜魚類の生態系に配慮した治山事業＞

改良前 改良後
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４．持続可能な水産業の推進

持続可能な水産業を推進していくためには、資源を適切に管理し、次の世代に継承して

緊急に資源の回復を図ることが必要いくことが重要です。そのための取組の一環として、

な魚種を対象に、関係漁業者、都道府県、国などが協力して、減船や休漁などの漁獲努力量の

削減、種苗放流等による資源の積極的培養、藻場・干潟の造成等による漁場環境の保全などの

対策を計画的・総合的に推進する資源回復計画を実施しています。平成 年 月現在、マサ20 11
バ等の複数の都道府県にまたがって生息する資源を対象とした計画を 計画、アサリ等の都18
道府県の地先海域に生息する資源を対象とした計画を 計画、合計 計画を策定し、それぞ47 65
れの計画に基づいた対策が実施されています。

放流される魚の稚魚 種苗の育成風景

漁獲されたサバ 操業風景

数値は、H20年度資源評価結果資料〔水産庁・（独）水産総合研究センター〕を引用

○太平洋に分布するマサバ
（太平洋系群）については、数
年に一度幼魚の数が特に多い
「卓越年級群」が発生します。

○平成16年に発生した卓越年
級群(グラフの黄色部）を資源
回復計画による休漁等の取組
で保護することにより、近年安
定した資源水準（グラフの青色
部）が保たれています。

〔 資 源 回 復 計 画 の 取 組 事 例 〕

 マサバ太平洋系群資源回復計画 マサバ太平洋系群の資源量
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Ⅰ 生物多様性保全を重視した農林水産業の推進Ⅰ 生物多様性保全を重視した農林水産業の推進

農林水産業は、自然の循環機能を利用し、動植物を育みながら営まれる生物多様性に立

脚した産業であり、また、多くの生きものにとって、貴重な生息･生育環境の提供や、特

有の生態系の形成･維持など生物多様性保全に貢献しています。

そのため、持続可能な農林水産業の維持・発展のためには、その基盤となる生物多様性

の保全は不可欠です。

このことを踏まえ 「農林水産省生物多様性戦略 （平成19年７月６日農林水産省新基本、 」

法農政推進本部決定）及び「第三次生物多様性国家戦略 （平成19年11月27日閣議決定）」

に基づき、①有機農業をはじめとする環境保全型農業の推進、②生物多様性に配慮した生

産基盤整備の推進、③間伐等による森林の適切な整備・保全、④藻場・干潟の造成・保全

等、生物多様性保全をより重視した農林水産業の推進を図るとともに、農林水産業と生物

多様性の関係を定量的に計る指標の開発等に着手しています。

また、農林水産省生物多様性戦略検討会の提言（平成20年７月31日）を受け、生物多様

性保全の取組を地域の生きものをシンボルとして分かりやすく伝える生きものマークの取

組を全国各地に広げ、農林水産業が身近な生きものや自然環境の保全に貢献していること

への理解の促進を図ります。

農林水産省としては、平成22年10月に愛知県名古屋市で開催される生物多様性条約第10

回締約国会議など、様々な場において水田をはじめとする我が国の農林水産業が生物多様

性保全に果たす役割の重要性等を発信していきます。
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１．環境保全型農業の推進

(1) エコファーマーの推進

エコファーマーとは 「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」に基づ、

き、土づくり技術、化学肥料低減技術、化学合成農薬低減技術を一体的に導入する計画を

立て、都道府県知事の認定を受けた農業者です。

近年、地球温暖化防止や生物多様性保全等への国民の関心の高まりを背景に、生産現場

においても環境保全への意識は高まりを見せており、エコファーマーの認定件数が、平成

20年３月末時点で約16万８千件となっています。

【事例】ラムサール条約湿地「蕪栗沼・周辺水田」地域での取組
かぶくり

萠地区で渡り鳥と農業の共生を宮城県大崎市田尻では、平成15年から伸
しんぽう

目的とした「冬期湛水水田（ふゆみずたんぼ）」の取組を実施し、「伸萠ふゆみず
しんぽう

たんぼ生産組合」を設立しました。

ふゆみずたんぼの実施面積は19．4ha。収穫後の水田にたい肥を散布した

り、稲わらを残したままの状態で冬期間湛水状態にすることにより、微生物等が繁殖しやすい状態をつくりま

す。これにより、微生物や水生動物がわらなどを分解させて、養分として土に供給することにより、土づくりが

行われます。

土壌調査や水生動植物の生育調査等を行いながら、化学合成農薬・化学肥

料を使用しない栽培に取り組むことは、生物の生息しやすい環境を整えることに

つながります。持続性の高い農業生産への取組が生物の多様性を育み、渡り

鳥が飛来する田んぼで収穫した米として付加価値をつけるとともに、地域振興と

地域経済の活性化に繋がっています。

なお、2008年11月には、ラムサール条約締約国会議（COP10）において、水田の持つ生物多様性の保全

に果たす役割に注目した「湿地システムとしての水田における生物多様性の向上（いわゆる「水田決議」）」

が採択されました。

(2) 今後の環境保全型農業について

土壌・肥料に係る学識経験者や農業者、消費者等からなる「今後の環境保全型農業に関

する検討会（座長：熊澤喜久雄東京大学名誉教授 」を設置し、平成19年10月から平成20）

年３月まで８回にわたり検討し、作物生産機能や炭素貯留機能、物質循環機能など、農地

土壌が有する公益的機能について取りまとめられました。

また、環境保全型農業のこれまでの取組の評価を踏まえ、環境保全型農業の推進に当た

、「 」 、って 環境に対する農業の公益的機能を高めていく という視点を明確化することとし

環境保全型農業の目的として、地球温暖化防止や生物多様性保全等を明確に位置づけまし

た。
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(3) 有機農業の推進について

有機農業は、化学肥料や農薬を使用しないこと等を基本とする環境への負荷を低減する

取組であり、また、消費者からのニーズに即した取組であるものの、未だに取組が少ない

、 、 「 」ことから その総合的な推進を図るため 平成18年12月に 有機農業の推進に関する法律

が公布・施行されました。

また 「有機農業の推進に関する法律」の成立を受け、農林水産省では、平成19年４月、

に「有機農業の推進に関する基本的な方針」を策定し、有機農業に関する技術の開発・普

及、消費者の理解と関心の増進など、農業者が有機農業に積極的に取り組めるようにする

ための条件整備に重点を置いて施策を推進しています。

さらに、基本方針に定めた推進策を具体的に実行するため、平成20年度からは、有機農

業総合支援対策を実施しており、全国45地区に対し有機農業の振興の核となるモデルタウ

ンづくりの取組など有機農業の取組への支援を行っています。

○ 消費者の部屋特別展示「有機農業の目指す世界」

農林水産省では、昨年度に引き続き、平成20年11

月 10日から14日にかけて、消費者の部屋において有

機農業団体の協力を得て、有機農業に関する展示を

行い、千人を超える入場者を数えました。今回は、

有機農産物の展示や有機農業者の方々の講話などに

加えて、期間中、省内の職員食堂において、有機農

産物を利用した特別メニューを設け、多くの方に有

機農産物を楽しんでいただきました。
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２．生物多様性に配慮した生産基盤整備

(1) 生物多様性に配慮した生産基盤整備とは

わが国の農村においては、水田等の農地のほか、用排水路、ため池、二次林である雑木

林といった多様な環境（二次的自然）が農業などの人の働きかけによって形成され、多く

の生物の生息・生育の場になるとともに、良好な景観を形成してきました。

このような農村環境を保全していくためには、農地・用排水路・ため池等において、生

物の生息・生育環境の保全や移動経路の確保等をするなど、環境との調和に配慮した適切

な整備や管理に取り組み、持続的な農業の営みを行うことが必要です。

【事例】コウノトリの野生復帰の推進に向けた

農地整備

兵庫県豊岡市は県立コウノトリの郷公園を中

心として、コウノトリの保護増殖に取り組んで

います。農地整備においても、コウノトリの餌

となるドジョウ等が生息できるような、水田と

排水路をつなぐ水田魚道の整備（平成20年11月

時点：111ヶ所）等を行っています。

(2) 取組の推進について

生物多様性に配慮した生産基盤の整備は、農村地域の環境保全に関する基本計画として

市町村が策定する「田園環境整備マスタープラン」等を踏まえて実施しています（平成20

（ ））。年３月時点：策定市町村数2,708 平成16年３月時点の市町村数3,148に対する市町村数

、 、また 平成20年度から

農家や地域住民が保全す

べきと認識している種を

「 」 、保全指標種 と設定し

地元の理解を得ながら生

物多様性の視点を取り入

れた「生物多様性対応基

盤整備促進パイロット事

業」を実施しています。

【生物多様性対応基盤整備促進パイロット事業】
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３．森林における生物多様性の保全

我が国は国土の３分の２を森林が占める緑豊かな森林国です。また、その森林は、戦後

荒廃した国土の緑化等のために育成された人工林から、屋久島や白神山地、知床のような

世界自然遺産に登録される原生的な天然林まで多様な構成となっており、多様な野生動植

物が生息・生育する場となるなど、生物多様性保全において重要な要素となっています。

そのため、平成19年７月に農林水産省として、生物多様性保全を重視した農林水産業を強

力に推進するための指針として位置づけるべく「農林水産省生物多様性戦略」を策定し、

これに基づき国内外において施策を推進しているところです。

森林・林業分野における生物多様性の保全の取組としては、森林の整備・保全、国産材

利用、担い手の確保・育成、地域づくりなどを幅広い国民の理解と協力を得て総合的に展

開するために官民一体となって「美しい森林づくり推進国民運動」を行うなど、森林の多

面的機能を高度に発揮させるための整備・保全を進めるとともに、貴重な自然環境の保全

・管理を行っています。また、里山林については、適切な手入れが行われることによって

自然環境が維持されることから、山村の活性化と併せて、多様な主体による整備･保全を

進めるとともに、森林・林業の重要さを認識してもらう場として活用していくための取組

を推進しています。

一方、海外においては、森林の保全・造成に関する国際協力や多国間の支援により持続

可能な森林経営を推進しています。

人工林に適切な手入れを行うことで、広葉樹の 地域固有の生物相や生態系を保護するためには、

侵入や下層植生の繁茂が見られる豊かな森林 外来種の樹木を駆除することも必要。

を形成。（愛知県設楽郡設楽町） （小笠原諸島・母島）

平成20年度においては、森林における生物多様性の現状や動向を評価し、分かりやすく

伝えることが課題となっていることから、森林における生物多様性にかかる指標の開発に

着手しており、森林における生物多様性の評価に用いる昆虫や植物などの指標種を選定す

るための調査等を行っています。さらに、農林水産省生物多様性戦略のフォローアップを

行うとともに、平成22年に愛知県で開催される生物多様性条約第10回締約国会議に向けて

適切に対応するため、12月には「森林における生物多様性保全の推進方策検討会（座長：

有馬孝禮宮崎県木材利用技術センター所長)」を設置しています。
あり ま たかのり

10



４．藻場・干潟の造成・保全

藻場・干潟は、魚介類に産卵場を提供する等水産資源の保護・培養に重要な役割を果た

すとともに、水質浄化や生物多様性の維持等の機能を有しており、こうした公益的機能の

発揮を支える社会の共通資源といえるものです。農林水産省では、水産資源の保護・培養

と多様な公益的機能の発揮の観点から、藻場・干潟の保全を推進しています。

藻場の機能１

藻場は、流れが穏やかなことから、多くの生物の産卵場となっています。また、

①隠れる場所が多く、外敵から襲われる危険性が低い、②餌が豊富である等の理由か

ら、幼稚仔期を藻場で生息する生物も多く、水生生物の保育場としての機能も有して

います。

２ 干潟の機能

干潟は、①水温が生息に適する、②酸素が豊富、③海からの捕食者を遠ざけ、外敵

との接触が少ない、④餌となる底生動物が豊富であり、効率良く食べることができる

等の理由から、幼稚仔期を干潟で生息する生物も多く、水生生物の保育場としての機

能を有しています。また、アサリやハマグリといった二枚貝類が多数生息し、水質浄

化機能が特に高い海域となっています。

(1) 藻場・干潟の整備等 －水産基盤整備事業－

平成19年６月に策定された漁港漁場整備長期計画においては、平成19年度から平成23年

度までの５年間に、概ね5,000haの藻場・干潟の保全等を目標としています。

この目標達成に向け、水産基盤整備事業により藻場・干潟の整備等を推進しています。

平成19年度の整備状況は約1,275haで、初年度で５年間の目標の約26％を達成しました。

(2) 漁業者等による磯焼け対策の技術的サポート －大規模磯焼け対策促進事業－

ウニや植食性魚類による食害、海洋環境の変化等により、藻場が大規模に長期的に消失

する「磯焼け」を改善するため、漁業者等が自ら行う藻場造成の取組に対する技術講習会
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や技術的サポート、効果的な磯焼け対策の技術開発を行いました。

具体的には、磯焼けの要因や対策手法等が異なる様々な海域において、藻場回復に向け

た実施プランづくりや効果の検証等の技術的知見の蓄積を図り、これらの取組事例や体制

づくり等のノウハウの他地域への技術移転・普及を行っています。

<<磯焼け対策漁業者向け講習会>> <<ウニによる食害対策の取組>>

(3) 漁業者と地域住民による環境・生態系保全活動を支援 －環境・生態系保全対策－

藻場・干潟の機能は、これまで漁業者が漁業活動のかたわらに実施する保全活動によっ

て維持されてきました。しかしながら、漁業者の減少、高齢化等により、必要な活動が確

保できなくなっており、平成10年以降、藻場・干潟の機能低下や減少が進行しています。

この結果、漁業資源の減少による漁獲量の減少や水質の悪化等が懸念されるようになって

います。

このため、漁業者や地域の住民等が行う、藻場・干潟等の機能の維持・回復に資する保

全活動を促進することとし、平成21年度からの施策の導入に向けた調査を平成19年度から

平成20年にかけて実施しているところです。

<<ホンダワラ類の母藻の投入>> <<逆さ竹林タイプの保護礁設置>>

－環境・生態系保全活動支援制度検討会－

環境・生態系保全活動の支援制度の確立を図ることを目的として「環境・生態系保

全活動支援制度検討会」が立ち上げられ、有識者による多角的な議論を行い、平成20

年７月に制度の骨子となる中間取りまとめが策定されました。
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Ⅱ 農林水産分野における地球温暖化対策の推進Ⅱ 農林水産分野における地球温暖化対策の推進

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第４次評価報告書（平成19年11月公表）に

よれば、地球温暖化は加速的に進行し、農業生産にも深刻な影響を及ぼすと予測されてお

り、我が国においても一部の農作物で高温障害等の発生が問題となっています。

また、我が国の平成19年度の温室効果ガス排出量（速報値）は、京都議定書における基

準年（1990年）と比較して8.7％増加しており、６％の削減約束との差は14.7％に広がっ

ています。

これらの問題に対応するため、農林水産省では「農林水産省地球温暖化対策総合戦略」

（平成19年６月21日策定）に基づき、

① 森林吸収源対策、バイオマス資源の循環利用や施設園芸・農業機械等の省エネルギ

ー対策等の地球温暖化防止策

② 地球温暖化の農林水産業への影響に対応するための品種の開発や栽培体系の見直し

等の地球温暖化適応策

③ 農林水産分野の地球温暖化防止策及び適応策の技術を活用した国際協力

等、地球環境保全に積極的に貢献する農林水産業の実現に取り組んでいるところです。

１．農林水産省地球温暖化対策総合戦略の改定

平成20年度から京都議定書に基づく温室効果ガス排出削減の第１約束期間が始まり、ま

た、昨年７月に開催された北海道洞爺湖サミットでは首脳宣言の中で低炭素社会の実現に

ついて言及され、国内では「低炭素社会づくり行動計画」が閣議決定されるなど、国内外

における温暖化問題に関する議論が高まっています。

こうした状況を踏まえ、農林水産分野における地球温暖化対策を加速するとともに、農

山漁村の有する可能性を最大限に発揮させ、農林水産分野が低炭素社会の実現に向けた先

導役となるよう、農林水産省地球温暖化対策総合戦略の見直しを行ないました（平成20年

７月29日 。）

その見直しの主要なポイントは以下のとおりです。

① バイオマスや農業用施設由来の化石燃料代替エネルギーを地域全体で活用する「低

炭素社会実現に向けた農林水産分野の貢献」

② 農林水産物の生産に係るＣＯ２排出の削減努力や木材の炭素貯蔵効果等を見えるよ

うにする「農林水産分野における省ＣＯ２効果の表示の推進」

③ たい肥の施用や基盤整備等による農地土壌への炭素貯留機能を高める「農地土壌の

温室効果ガスの吸収源としての機能の活用」

今後、新たな戦略に基づき農林水産分野における地球温暖化対策を強力に推進するとと

もに、低炭素社会の構築に資する農林水産業を実現していきます。
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２．農林水産分野における省ＣＯ２効果の表示

農林水産業関係者の間では、森林吸収源対策、バイオマス資源の循環利用、施設園芸・

農業機械や漁船の省エネルギー対策等の取組が広がってきているところですが、そのよう

な努力を消費者が十分認識できる状況にあるとは言い難いのが現状です。

そこで、これらの農林水産業関係者の温室効果ガス排出削減の努力や、木材製品の利用

による炭素貯留効果、バイオマスの化石資源代

替効果等を消費者に見えるようにすれば、消費

者が商品を選択する際の一助となるとともに、

地球温暖化対策に資する農林水産業や農林水産

物の振興や、化石資源等ＣＯ２排出型資源から

バイオマスへの転換の加速化にもつながりま

す。また、自らの温室効果ガスの排出を国民が

認識し、様々な形で省ＣＯ２型の生活を選択す

ることに資することにもなります。

このような認識の下、平成21年３月までに農

林水産分野の省ＣＯ２効果の表示の展開方向、

具体化に向けた課題等をとりまとめることとし

ています。
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３．低炭素社会実現に向けた農林水産分野の貢献

森林や農地及び様々なバイオマス資源を有する農山漁村は、食料、エネルギー、各種資

源の供給源として、重要な役割を担っています。低炭素社会の実現にあたっては、これら

農山漁村に賦存する様々な資源やエネルギーを有効活用することにより、化石資源への依

存を減らすことが重要です。

このことを踏まえ、林地残材や間伐材を中心とした山村の木質バイオマスの利用拡大の

加速化や、農山漁村地域における太陽光、農業用水やバイオガス等の自然エネルギーを有

効利用する施設整備を進めるなど、農山漁村に賦存する資源やエネルギーの利用・供給を

進め、施策横断的に地域全体で温室効果ガス吸収・削減の取組を進めます。

また、バイオマス資源を活用した国内排出量取引への取組も進めます。

４．森林吸収源対策

我が国の2007年度（平成19年度）の温室効果ガス排出量（速報値）は、基準年である19

90年度（平成２年度）に比べて8.7％上回っており、京都議定書の６％削減約束の達成の

ためには、今後14.7％の削減が必要とい

う状況です。このうち森林吸収源が3.8％

を担っており 森林吸収量の目標である1,、

300万炭素トンを確保することが必要とな

っています。
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●2007年度の温室効果ガス排出量確速報値（20.11.12）
に基づく分野別削減の割合
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、京都議定書で認められる森林吸収量は

1990年（平成２年）以降に新たに造成さ

れた森林（新規植林、再植林）と、適切

な森林経営が行われた森林による二酸化

炭素吸収量に限られています。

平成18年度における京都議定書に基づ

く森林吸収量は、1,015万炭素トン（3,72

1万二酸化炭素トン）となっています。こ

れまでの水準で森林整備が推移するもの

として試算した結果、森林吸収量の目標

である1,300万炭素トンを確保するために

は、従来の水準35万haに加え、平成19年度より６年間にわたり毎年20万haの追加的な森林

整備が必要となっています。

このため、平成19年度においては、補正予算による対応を併せ、20万haを超える追加的

な森林整備に相当する予算を措置しました。また、関係省庁とも連携しつつ、官民一体と

なって「美しい森林づくり推進国民運動」を展開し、都市住民、企業等の幅広い森林づく

りへの参画など各種の取組を総合的に推進しました。

平成20年度においては 「美しい森林づくり推進国民運動」を引き続き展開するほか、、

追加的な間伐等を地方債の対象とすることなどを内容とする「森林の間伐等の実施の促進

に関する特別措置法」が成立・施行されたところであり、同法に基づく取組の適切な実行

を通じ、追加的な森林整備の実施の促進を図っています。さらに、補正予算による対応を

併せ、20万haを超える追加的な森林整備に相当する予算を措置し、間伐等の適切な森林の

整備・保全を進めているところです。

５．農地土壌の温室効果ガス吸収源としての活用

我が国の農地土壌が有する温室効果ガスの吸収源としての機能及び本機能の向上に効果

の高い営農活動については、その科学的な知見を集約し、食料・農業・農村政策審議会企

画部会地球環境小委員会において、平成20年３月に「地球温暖化防止に貢献する農地土壌

の役割について」を取りまとめました。

これを踏まえ、農地土壌は、たい肥の施用、緑肥の導入等の適切な土壌管理を通じて、

炭素を貯留することが可能であり、温室効果ガスの吸収源として重要な役割を有している

ことについて、農業者や消費者等に対して広く紹介しているところです。

これらの取組に加え、農地土壌の温室効果ガスの吸収源としての機能を向上していくた

め、モデル地区での実証を行うことなどにより、農業者や消費者の理解を得つつ、農地土

壌への炭素貯留に効果の高い営農活動を推進します。

また、温室効果ガスの吸収源としての農地土壌は、大気・水と並ぶ重要な資源であるこ

とから、将来にわたってこれを健全な状態で保全していくため、土壌中の炭素含有量等に

○新規植林：過去50年来森林がなかった
土地に植林

○再植林：1990年時点で森林でなかった
土地に植林

○森林経営：持続可能な方法で森林の多
様な機能を十分発揮するための一
連の作業

京都議定書で森林吸収源の対象と認められる森林

１９９０年 ２０１２年

国土の２／３が既に森林で覆われる我が国では、適切に
経営された森林の吸収量で１３００万炭素トンを確保

対象地ほとんど
なし

既にある森林の
うち、間伐等がさ
れた森林が対象

16



ついて定期的なモニタリングを実施するとともに、基盤整備による農地土壌の炭素貯留機

能を向上させるための実験事業を実施します。

また、京都議定書の第２約束期間（2013年以降）の枠組み(次期枠組み)について、平成

21年までに結論を出すことが合意され、検討がなされています。我が国においても、森林

吸収源に加えて、農地土壌の温室効果ガス吸収源としての機能の活用を、次期枠組みにお

いても、しっかりと位置づけられるように、各国と協力しつつ、交渉に参画しているとこ

ろです。

○ 地球温暖化防止に貢献する農地土壌の役割について

土壌は地球規模の炭素循環、炭素の貯留の

場として重要な役割を果たしています。具体

的には、土壌が表層１ｍに約２兆トンの炭素

を土壌有機物の形態で保持しており、これは

大気中の炭素の２倍以上、植物体バイオマス

の約４倍に相当し、その増減は地球温暖化に

大きな影響を及ぼしています（図１ 。）

農林水産省が実施した土壌環境基礎調査

の結果を踏まえると、我が国の農地土壌に

おいて、表層30㎝に、水田1.9億トン、畑1.

6億トン、樹園地0.3億トン、合計3.8億トン

、の炭素が貯留されていると見込まれますが

こうした農地土壌が貯留している大量の炭

素は、有機物の施用や耕起の方法等営農活

動によって増減します（表１ 。）

また、土壌環境基礎調査（長期有機物連用試

験：水田52地点、普通畑26地点）の成果から、

全国の農地土壌に対して、たい肥を毎年1.0～1.

5トン/10a（水田：1.0トン/10a、畑：1.5トン/1

0a）施用した場合、化学肥料のみを施用した場

合と比べて、毎年220万炭素トンの炭素貯留量の

増加が図られると試算され、これは、京都議定

書における我が国の第1約束期間における削減目

標量2,063万炭素トン（1990年温室効果ガス総排出量の６％）の約１割に相当します。

さらに、たい肥の施用を行った場合、水田土壌からメタンの発生が増加することから、たい肥

の施用に伴う年間炭素貯留増加量からこれを差し引くと、農地土壌全体の炭素収支としては、

年間193～204万炭素トンの炭素貯留量の増加が図られると試算されました（表２ 。）

   

植 物 体 ﾊ ﾞｲ ｵ ﾏ ｽ

5, 0 0 0 億 t

大 気 中 炭 素 貯 留 量

7 ,6 0 0 億 t

土 壌 － 大 気 間 で

60 0億 t /年 の 交 換

化 石 燃 料 の 燃 焼
等 に 伴 う 排 出

図 １ ：世 界 の 土 壌 ・大 気 に お け る 炭 素 貯 留 の 推 定

土 壌 有 機 炭 素 貯 留 量

2 兆 t  (表 層 1 m )
う ち 、 40% が 農 林
業 の 影 響 下

   7 2 . 3 億 t

資 料 ： O E C D 「 土 壌 有 機 炭 素 に 関 す る 専 門 家 会 合 報 告 書 」 ( 2 00 3 ) を 基 に 作 成

注 ： 化 石 燃 料 等 の 燃 焼 に 伴 う 排 出 は 、 ｴﾈ ﾙ ｷ ﾞー 経 済 統 計 要 覧 （2 0 0 7 年 版 ） よ り

土 壌 に は 、 有 機 炭 素 と は 別 に 無 機 態 の 炭 素 9 5 0 0億 t (S c ie nc e誌 2 0 04 年
6 月 1 1日 号 )が 存 在 し て い る。
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６．地球温暖化適応策の推進

先般公表されたＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）の第４次評価報告書によれ

ば、氷河や永久凍土の融解、動植物の春季現象（発芽、鳥の渡り、産卵行動など）の早期

、 、化や生息域の移動など 既に世界中の自然と社会に影響が生じていることが明らかにされ

今後さらに地球温暖化が進行すれば、水資源、食料生産等に深刻な影響が生じると予測さ

れています。

また、我が国においても一部の農作物で高温障害等の発生が問題化しており、例えば、

水稲では、粒が乳白化したり、細くなる「白未熟粒 、果実では、ミカンの「日焼け果」」

や「浮皮症 、ブドウの「着色障害」等の被害が発生しています。」

さらに、今後の地球温暖化の進行による農林水産業への影響については、これまでの予

測研究の結果、仮に全国平均で約３℃気温が上昇した場合、水稲では、潜在的な収量が北

、 。 、海道では13％増加する一方 北海道以外では８～15％減少すると予測されています また

果樹ではリンゴやウンシュウミカンの栽培適地が北上し、将来は新たな地域が栽培可能に

なる一方で、現在の主要な産地が気候的に不利になる可能性が予測されています。

このような状況を踏まえ、農林水産省では地球温暖化適応策として、以下の２つの取組

を推進しているところです。

水 稲 果 樹

高温によるみかんの「日焼け果」

高温によるみかんの「浮皮症」

成熟が進んでからの高温・多雨により、
果皮と果肉が分離（品質・貯蔵性の低下）

・水稲の登熟期（出穂・開花から収穫
までの期間）の日平均気温が２７℃を
上回ると玄米の全部又は一部が乳
白化したり、粒が細くなる「白未熟粒」
が多発。

・特に、登熟期の平均気温が上昇傾
向にある九州地方等で深刻化。

ぶどうの着色障害

高温によるアントシアニンの
合成抑制

高温による水稲と果樹の被害発生例

着色不良

正 常
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(1) 温暖化適応策技術の導入促進

地球温暖化による農作物への影響については、その発生状況を把握するため、全国調査

、 「 」を行っており 平成19年度の温暖化影響については 平成19年夏季高温障害対策レポート

（平成20年４月）にまとめ公表しています。また、温暖化に対する産地の取り組みを支援

するため、主要農作物について温暖化適応策技術をまとめた「品目別地球温暖化適応策レ

ポート （平成19年６月）を作成し、これら適応策技術の生産現場への普及を進めている」

ところです。

、 、 、生産現場における具体的な例としては 水田作では 鹿児島県の南種子島地区において

ほ場の地下水位を制御し、気候変動による多雨や小雨による影響を回避するための地下灌

漑システム（FOEAS）を導入した実証・普及事業が平成20年から始まっています。

また、温暖化適応品種の普及も着実に進んでおり、水稲では高温でも白未熟粒の発生が

少ない「にこまる」が九州を中心として導入され、平成19年の作付面積は約600ha、平成2

0年では1000haを超える作付面積が見込まれています。果樹ではりんごの優良着色品種で

ある「秋映」が長野県を中心に導入され、約200ha（平成17年産）において栽培が行われ

ています。

○ 適応策の例（品目別地球温暖化適応策レポートより）

[大豆] 畦間かん水による生育量の確保等 [野菜] 遮光フィルムによる温度管理

急激に用水量が多くなる開花期前後に畦間か 主に夏期の施設栽培において、気温、地温な

ん水を実施し、水分不足による落花等を回避し どの上昇を抑制、植物の高温障害を回避し生育

ます。 を良好にします。

今後は、このような取り組みのほかに、地球温暖化への戦略的な対応を進めるために、

、 、栽培や気象などの専門家による推進体制を整備し 都道府県から寄せられた情報を分析し

温暖化による影響の発生状況を把握すると共に、影響が認められる産地に対して、産地診

断や技術指導などを行い、産地の温暖化に対する取り組みをサポートしていきます。
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(2) 技術開発等の推進

将来の地球温暖化の進行による農林水産業への影響に関する予測研究を推進するととも

に、生産現場でのニーズを踏まえて、現在問題となっている高温障害等に適応する技術開

発に取り組んでいます。

具体的には、農林水産業の主要品目について温暖化影響予測モデルの構築に向けた研究

を進めいている他、現在発生している高温障害等への適応技術の開発として、水稲におけ

る高温に適応した栽培技術の開発、畑作物の気温上層への適応技術の開発、ミカンの浮皮

やブドウの着色不良等の果実生理障害発生軽減技術の開発、温暖化適応性の高い茶品種の

選定や生産技術の開発、施設野菜における低コスト環境制御技術の開発、暑熱下での牛の

飼養技術の開発等に取組んでいます。
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Ⅲ バイオマス・ニッポンⅢ バイオマス・ニッポン

１．国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けて

(1) バイオマス利活用の推進

バイオマスは、生命と太陽エネルギーがある限り持続的に再生可能な植物や動物に由来

する資源です。また、地球温暖化の原因となる二酸化炭素を増やさないカーボンニュート

ラルな資源としても重要です。

このような特性を持つバイオマスの利活用を推進することは、地球温暖化の防止や循環

型社会の形成といった意義はもちろん、バイオ燃料など新たな戦略的産業の育成や、バイ

オマスの供給を担っている農林漁業・農山漁村の活性化にもつながるものであり、大量消

費と使い捨ての社会を見直し、持続的に発展可能な社会を目指す上で不可欠なものです。

このような観点から、政府においては「バイオマス・ニッポン総合戦略 （平成18年３」

月31日閣議決定）を策定し、バイオ燃料の利用促進やバイオマスタウン構築の加速化など

、地域に豊富に存在するバイオマスをエネルギーやマテリアルとして総合的に利活用する

ための取組を推進しています。

1

食料供給と競合しない

日本型バイオ燃料の生産拡大
資源・エネルギーの地産地消を進める

バイオマスタウン構築の加速化

法案 農林漁業バイオ 燃料法案の 国会提出

税制 バイ オ燃料税制の創設

予算 稲わら、間伐材等を原料とした現場実証

技術開発 バイ オ燃料の 原料とな る多収作物の 開発

法案 農林漁業バイオ燃料法案の 国会提出

税制 バイオ 燃料税制の 創設

予算 稲わら、間伐材等を原料とした 現場実証

技術開発 バイ オ燃料の 原料とな る多収作物の 開発

バイオマスタ ウン構想策定の加速化

・広域（数市町村単位）モデ ルの 構築

・バイオマ スアドバイザー等に よる推進活動の 展開

バイオマスタウ ン構想策定の加速化

・広域（数市町村単位）モデ ルの構築

・バイ オマス アドバイザー等に よる推進活動の 展開

バイオマス タウンのメリット措置の強化

・環境融資を受けやす い条件などの 検討

・CO2 削減効果の 評価と 表示・支援策の検討

バイオマスタ ウンのメリ ット措置の強化

・環境融資を受けやす い条件などの 検討

・CO2 削減効果の 評価と表示・支援策の検討

300地区の目標（平成22年度）に向け

全力で取り組む（20年３月末現在：136）

欧米、ブラジルの制度を踏まえ、
国内制度を検討

２０１１年
(H23年 )

５万ＫＬ

２０１ １年

(H23年 )
５万Ｋ Ｌ

２０３０年頃
大幅な生産拡大

＊農林水産 省試算６ ００万k l

２ ０３０年頃

大幅な生産拡大
＊農林水産省試算６００万kl

現在
３０Ｋ Ｌ

現在

３０ＫＬ

① 収 集・運搬コストの低減

② 資 源作物の開発

③ エタノー ル変換効率の向上

技術開発技術開発 制 度制 度

・ 糖質（さと うきび糖みつ 等 ）
・ でんぷん質（くず米 等 ）

・糖質 （さとうきび糖みつ 等 ）

・でんぷん質 （くず米 等 ）

・セルロース系
（稲わら、間伐材 等 ）

・資源 作物

・セルロース系
（稲わら、間伐材 等 ）

・資源作物

原料と生産可能量原料と生産可能量

バイオ燃料の利用率の向上

国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けた工程表

（19年２月）

国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けた工程表

（19年２月）

工程表の実現

日本全国津々浦々で普及活動を実施し、国民運動として展開

北海道洞爺湖サミットに向け、アジア諸国に日本の取組をアピール

（規格外農産物等）

300地区の目標（平成22年度）に向け

全力で取り組む（平成20年度11月末現在159）

法律 農林漁業バイオ燃料法の成立

バイオマスの利活用の加速化バイオマスの利活用の加速化バイオマスの利活用の加速化

日本全国津々浦々で普及活動を実施し、国民運動として展開

北海道洞爺湖サミットにおいて、日本の取組をアピール
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(2) 国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けて

バイオ燃料については、京都議定書において二酸化炭素を増やさないカーボンニュート

ラルな燃料として位置づけられていることから、国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向け

た工程表（平成19年２月総理報告）を策定して、着実に推進を図ることとなっています。

具体的には、平成23年度（2011年度）には単年度当たり５万kl（原油換算３万kl）の生産

を目指しています。さらに、中長期的（平成42年（2030年）頃まで）には、稲わら等のセル

ロース系原料や資源作物などの食料供給とエネルギー供給との両立が可能な原材料を活用し

、収集・運搬コストの低減、エタノールを大量に生産できる作物の開発、エタノール変換

効率の向上を図る技術の開発等がなされれば、単年度当たり600万klまでは十分に我が国で

生産が可能との試算を行ったところです。この工程表を着実に実施するために、全国各地に

おいてバイオエタノールやバイオディーゼルの実証事業を展開しています。

設置場所 ： 北海道上川郡清水町

（ホクレン清水製糖工場内）
施設能力 ： １．５万キロリットル／年

原 料 ： 余剰てん菜、規格外小麦

設置場所 ： 北海道苫小牧市

（合同酒精（株）苫小牧工場）
施設能力 ： １．５万キロリットル／年

原 料 ： 非食用米

設置場所 ： 新潟県新潟市
（コープケミカル新潟工場内）

施設能力 ： ０．１万キロリットル／年
原 料 ：非食用米

H19 : 北海 道バイオエタノール株 式会社

（ホクレン、 JA道中央 会 等)

H19 : 北 海道バイオエタノール株式会社

（ ホクレン、JA道中 央会 等)

H19 : オエノンホール ディングス株式会 社H19 : オエノンホールディングス株式 会社

H19 : 全国 農業協同組合連合会

（ ＪＡ全農）

H19 : 全 国農業協同 組合連合 会
（ＪＡ全農）

バイオ燃料地域利用モデル実証事業（バイオエタノール地区）（３地区）

設置場所：北海道恵庭市

（サッポロビール北海道工場内）
施設能力：１，０４０リットル/年
原 料：稲わら、麦わら

（北海道 南幌町及び長沼

町）

設置場所 ： 兵庫県明石市

（三菱重工業㈱神戸造船所内）
施設能力：８００リットル /年
原 料： 稲わら、麦わら

（兵庫県加西市、稲美町ほか）

ソフトセルロース利活用モデル地区（３地区）

H20 :兵庫県ソフトセルロース利活 用プロジェクト
(三菱 重工業㈱、(財)ひょうご環境 創造協会）

H20 :兵庫 県ソフトセルロース利 活用プロジェクト
(三 菱重工業㈱、(財)ひょうご環 境創造協会 ）

H20 : 北海道 ソフトセルロース利活 用プロジェクト
(大成建設㈱、サッポロビール㈱）

H20 : 北海 道ソフトセルロース利 活用プロジェクト
(大成建 設㈱、サ ッポロビール㈱）

設置場所 ：秋田県潟上市

（昭和工業団地内）
施設能力： 22.5キロリットル/年
原 料 ： 稲わら、籾殻

（秋田県南秋田郡大潟村）

H20 :秋田県ソフトセルロース利活用モデル地区
((社)秋田県農業公社、カワサキプラントシステムズ㈱）

H20 :秋田県ソ フトセルロース利活用 モデル地 区
((社)秋田県農業公社、カワサキプラントシステムズ㈱）

バイオ燃料（バイオエタノール）実証実施地区

技術開発がなされれば２０３０年頃には国産バイオ燃料の大幅な生産拡大は可能

欧米、ブラジルの制度を踏まえ、国内制度を検討

２０１１年
５万kl

２０３０年頃
大幅な生産拡大

＊農林水産省試算６００万kl

現在
３０kl

① 収集・運搬コストの低減 ・・・・・・・・・・ 山から木を安く下ろす、稲わらを効率よく集める機械等を開発

② 資源作物の開発 ・・・・・・・・・・・・・・・ エタノールを大量に生産できる作物を開発

③ エタノール変換効率の向上 ・・・・・・・ 稲わらや間伐材などからエタノールを大量に製造する技術を開発

技術開発の課題と生産可能量

技術開発

制 度

○糖質・でんぷん質
（規格外農産物、副産物）

○セルロース系
（稲わら、間伐材 等）

○資源作物

原料と生産可能量

バイオ燃料の利用率の向上

【米国エネルギー法 ’07.12】
2022年に360億ガロン（約1億4000万ｋｌ）を目標

（うち160億ガロン（約6000万kl）をセルロース系原料から生産）

国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けて
－ 総理報告（工程表）のポイント －

※総理報告は、関係７府省（内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省）により取りまとめ
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(3) 農林漁業バイオ燃料法の制定

国産バイオ燃料の大幅な生産拡大を推進する法律上の仕組みである「農林漁業有機物資源

のバイオ燃料の原材料としての利用の促進に関する法律（平成20年法律第45号 「農林漁業バ。

イオ燃料法」といいます 」が、平成20年５月に新たに制定され、同年10月１日に施行され。）

ました。この法律の内容は、農林漁業者とバイオ燃料製造業者が共同した計画又は研究開

発に関する計画を国が認定し、認定された計画には、新設したバイオ燃料製造プラントに

係る固定資産税の軽減、資金融通の円滑化等の支援措置が講じられるというものです。

全国各地で実施されている大規模実証事業や農林漁業バイオ燃料法をはじめとして、今

後も様々な政策ツールを総動員することにより、環境に優しい国産バイオ燃料の生産拡大

を図ることとしています。

【概要】

法 律

【目的】
農林漁業に由来するバイオマスのバイオ燃料

向け利用を通じた、農林漁業の持続的かつ健全
な発展及びエネルギー供給源の多様化

この結果

○農林水産物の需要の低迷
○休耕地、耕作放棄地の拡大による食

料生産能力の低下

○原油価格の高騰
など

背 景

○『バイオマス・ニッポン総合戦略』
⇒バイオマスを輸送用燃料として利用して

いくことを明記

○国産バイオ燃料の生産拡大工程表
⇒2030年ごろまでに大幅な生産拡大を図る

必要性

○農林漁業者等と製造事業者の連携
がとれておらず、原料の供給が不安

定
○原料の生産・収集・輸送コストが高い
○バイオ燃料の製造コストが高い
○これらの研究開発が途上

課 題

○農林漁業におけるバイオマ
スの新たなニーズの創出

○休耕地、耕作放棄地におけ
る資源作物の作付けによる
農地の保全と食料生産力の
増大

○農林漁業者の所得確保と経
営の安定

○バイオ燃料の生産拡大によ
るエネルギー源の多様化及
び地域活性化

○農林漁業に係る資源の有効
活用と地球温暖化の防止

法律の効果

○バイオ燃料（エタノール、BDF、木質
ペレット等）の生産は現状では極め
て小規模
⇒バイオエタノール生産量30KL

(H19 .3現在)

○国が基本方針を作成
・促進に関する意義及び基本的方向等について記載

・食料・飼料の安定供給への配慮
・地球温暖化対策との調和

○基本方針に基づき作成された計画を国が認
定

・農林漁業者等とバイオ燃料製造事業者が共同で原料生
産と燃料製造に取り組む計画（生産製造連携事業計
画）

・バイオ燃料の製造の効率化に向けた研究開発に取り組
む計画（研究開発事業計画）

○認定された取組を国が支援
・農林漁業者に対する改良資金等の特例

・中小企業投資育成株式会社の業務特例
・産業廃棄物処理事業振興財団の業務特例
・新品種の育成に対する登録料等の減免
・バイオ燃料製造業者に対する固定資産税の減免

農林漁業の持続的な発展の観点から農林水産省
エネルギー供給源の多様化の観点から経済産業省
廃棄物であるバイオマスの適正処理の観点から環境省
の三省が共同で取り組みを推進

農林漁業バイオ燃料法（平成20年法律第45号）〔平成20年10月１日施行〕

設置場所： 秋田県秋田市
施設能力： 1,590キロリットル／年
原 料： 廃食用油、ひまわり油

Ｈ20：BIO ENERGIES JAPAN㈱Ｈ20：BIO ENERGIES JAPAN㈱

設置場所 ： 新潟県長岡市
施設能力 ： 240キロリットル／年
原 料 ： 廃食用油、なたね油

H20 : ㈱伊丹自動車H20 : ㈱伊丹自動車

設置場所 ： 鳥取県鳥取市
施設能力 ： 48キロリットル／年
原 料 ： 廃食用油

H20 : ㈲ステップH20 : ㈲ステップ

設置場所 ： 茨城県土浦市
施設能力 ： 300キロリットル／年
原 料 ： ひまわり油

H19 :サンケァフューエルス㈱H19 :サンケァフューエルス㈱

設置場所 ： 千葉県酒々井町
施設能力 ： 3,000キロリットル／年
原 料 ： 廃食用油

H20 : ㈱東亜オイル興業所H20 : ㈱東亜オイル興業所

設置場所 ： 東京都江戸川区
施設能力 ： 120キロリットル／年
原 料 ： 廃食用油

H19 :エコデス㈱H19 :エコデス㈱

設置場所 ： 兵庫県相生市

施設能力 ： 240キロリットル／年
原 料 ： 廃食用油

H20 :西播石油㈱H20 :西播石油㈱

設置場所 ： 岡山県岡山市
施設能力 ： 1,200キロリットル／年
原 料 ： 廃食用油

H20 :バイオディーゼル岡山㈱H20 :バイオディーゼル岡山㈱

設置場所 ： 福岡県新宮町
施設能力 ： 2,000キロリットル／年
原 料 ： 廃食用油

H19 :西田商運㈱H19 :西田商運㈱

設置場所 ：熊本県山都町
施設能力 ：20キロリットル／年
原 料 ：廃食用油、なたね油

H20 :上益城農業協同組合H20 :上益城農業協同組合

設置場所 ： 鹿児島県鹿児島市
施設能力 ： 585キロリットル／年
原 料 ： 廃食用油、お茶の実油

H20 :安全産業㈱H20 :安全産業㈱

設置場所 ： 福岡県久留米市
施設能力 ： 500キロリットル／年
原 料 ： 廃食用油

H19 : ㈱フチガミH19 : ㈱フチガミ

H20 ： H20年度採択地区

H19 ： H19年度採択地区

バイオディーゼル燃料実証実施地区（平成19・20年度採択）
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２．バイオマスタウン構想の加速化

(1) バイオマスタウンとは

バイオマスタウンとは、広く地域の関係者の連携の下、バイオマスの発生から利用まで

が効率的なプロセスで結ばれた総合的利活用システムが構築され、安定的かつ適正なバイ

オマス利活用が行われている地域です。

バイオマスタウン構想とは、地域のバイオマスの総合的な利活用について市町村が中心

となって作成する計画です。平成16年度の構想公表の開始以来、順調に増え続け、平成20

年11月末時点で159へと大幅に増加し、平成22年度末における300市町村のバイオマスタウ

ン構想策定に向けて、着実な進展が図られました。

バイオマスタウン構想を公表した１５９市町村《平成２０年１１月末現在》

北海道北海道

留萌市
瀬棚町(現せたな町)
大滝村(現伊達市)
三笠市
中札内村
東藻琴村(現大空町)
別海町
鹿追町
滝川市
厚沢部町

帯広市
白老町
津別町
豊頃町
東川町
下川町
洞爺湖町
札幌市定山渓地区
八雲町
猿払村
壮瞥町
豊浦町
清水町

滝上町

岩手県岩手県

紫波町
遠野市
九戸村
花巻市
軽米町
葛巻町

宮城県宮城県

川崎町

福島県福島県

富岡町
会津美里町
大玉村
南相馬市
鮫川村

茨城県茨城県

牛久市

秋田県秋田県

小坂町
横手市
能代市
東成瀬村
羽後町
北秋田市

青森県青森県

市浦村(現 五所 川原 市)

青森市
藤崎町
鶴田町
十和田市
中泊町
八戸市
六ヶ所村

群馬県群馬県

川場村
太田市

栃木県栃木県

茂木町
那須町

山形県山形県

新庄市
庄内町
藤島町(現鶴 岡市 )

鮭川村
村山市
西川町
飯豊町

千葉県千葉県

山武町(現山 武市 )

白井市
旭市
大多喜町
睦沢町

山梨県山梨県

早川町
山梨市
笛吹市
韮崎市

静岡県静岡県

湖西市

富山県富山県

立山町
富山市
黒部市

石川県石川県

七尾市
加賀市

福井県福井県

若狭町
美山町(現 福井 市)

大野市

新潟県新潟県

中条町(現 胎内市 )

上越市
柏崎市
佐渡市
三条市
聖籠町
新潟市
湯沢町

東京都東京都

あきる野市

神奈川県神奈川県

三浦市

長野県長野県

三郷村(現 安曇 野市 )

千曲市
長谷村(現 伊那 市)

佐久市

三重県三重県

伊賀市

岐阜県岐阜県

白川町
揖斐川町

愛知県愛知県

豊橋市
田原市
名古屋市

滋賀県滋賀県

米原市
野洲市

京都府京都府

夜久野町(現 福知 山市 )
南丹市
京丹後市

大阪府大阪府

岸和田市

兵庫県兵庫県

加西市
洲本市
宍粟市
豊岡市
南あわじ市
稲美町
多可町

鳥取県鳥取県

大山町

島根県島根県

美郷町
安来市
吉賀町
隠岐の島町

岡山県岡山県

真庭市
新見市
笠岡市笠岡湾干拓地域
津山市

広島県広島県

庄原市
北広島町

徳島県徳島県

那賀町

愛媛県愛媛県

四国中央市
内子町
東温市

高知県高知県

梼原町
春野町(現 高知 市)

須崎市

山口県山口県

宇部市
阿武町

福岡県福岡県

大木町
立花町
築上町

佐賀県佐賀県

伊万里市

長崎県長崎県

西海市
対馬市

大分県大分県

日田市
宇佐市

熊本県熊本県

南阿蘇村
水俣市
あさぎり町
天草市
御船町

宮崎県宮崎県

小林市
門川町
都農町

鹿児島県鹿児島県

南大隅町
いちき串木野市
志布志市
曽於市
西之表市
南種子町

沖縄県沖縄県

伊江村
うるま市
宮古島市
金武町
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(2) 全国バイオマスタウンサミットの開催

バイオマスタウンのさらなる発展を図るため、昨年７月２日に、全国のバイオマスタウ

ン構想を公表した市町村長が一堂に会する「全国バイオマスタウンサミット」を開催しま

した。バイオマスタウンの意義や期待される効果及び今後の発展可能性について情報を共

有するとともに 「バイオマスタウンの飛躍」宣言を全国に発信しました。、

一、 地域に眠る豊かな資源バイオマスを発見・掘り起こし、地域の
知恵を最大限に発揮して、地域の条件に合った、創造的なバイオ
マスの利活用に取り組みます。

一、 地域住民、関係者のバイオマスに関する理解の醸成を図り、地
域で幅広く・多様なバイオマス利活用の取組が広がるよう努めま
す。

一、 バイオマスタウン同士、互いに競い合い、協力し合いながら、
バイオマスタウンとしての更なる高みを目指します。

一、 バイオマスの利活用を、地域の人・経済・社会の活性化につな
げます。

一、 バイオマス利活用の先駆者としての我々のこれまでの経験と今
後の取組みを全国に向け発信し、バイオマスを最大限に活用した
持続的に発展可能な社会「バイオマス・ニッポン」の実現に貢献
します。

「バイオマスタウンの飛躍」宣言

平成２０年７月２日 全国バイオマスタウンサミット
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農林水産省の環境配慮の取組

１．環境管理システムＩＳＯ１４００１

農林水産省では、農林水産分野の施策における環境配慮と同時に、農林水産省自身も一

事業者として、省エネルギーやリサイクル等を通じて率先して環境配慮に取り組むことが

必要であると考えています。そこで、平成18年３月に農林水産省本省庁舎（合同庁舎１号

館）を対象として環境管理システムの国際規格であるISO14001の認証を取得しました。

農林水産省の環境管理システムでは、紙、ごみ、電気等の「環境に直接影響を及ぼす事

務事業に関する事項」を対象とするほか、環境に間接的に影響を及ぼす業務として 「農、

林水産施策の企画・立案に関する事項」についても管理の対象として 「農林水産環境政、

策の基本方針」を踏まえた施策の進捗状況などについても、この仕組みの中で点検してい

くこととしています。

○ 環境管理システムの認証取得の意義

① 持続可能な循環型社会の構築に向けて、一事業

、 、者として 省エネルギーやリサイクル等を通じて

率先して環境負荷の低減等の責務を果たします。

② 職員の環境保全に関する意識の向上により、環

境保全を重視した施策を一層推進します。

③ 農林水産施策について国民の理解と協力を得る

とともに、省エネルギーや省資源の取組について

も社会全体への普及を牽引します。

○ 農林水産省本省における環境管理システムの体系

農林水産省の環境管理システムでは、最高責任者（農林水産大臣）が定めた「農林水

産省の環境方針（平成17年12月６日決定 （参考１）において、環境管理システムの運）」

用を通じて取り組む環境配慮及び環境保全に関する行動の基本的方向を示しています。

さらに、環境に影響を与える農林水産省のすべての事業活動の要素（環境側面）とと

もに（参考２ 、環境側面に適用される法令等に基づき遵守すべき事項を調査していま）

す（参考３ 。）

これらを踏まえ 「環境目的 「環境目標」及び「実施計画」を定め（参考４、５ 、、 」、 ）

定期的に環境管理システムが適切に実施・維持されているか監視・測定し、環境管理シ

ステムの見直しを行っています。
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○ 環境管理システムの適用対象範囲

農林水産省環境管理システムの適用対象となる区域は、農林水産省本省庁舎（合同庁

舎１号館）であり、対象となる組織は 農林水産省本省及び外局の内部部局並びに農林

水産技術会議事務局です。

農林水産省本省庁舎は、本館、別館、北別館の３館で構成されており、敷地面積19,9

89㎡、３館あわせた延べ床面積79,913㎡で、農林水産省の事務室のほか、郵便局、食堂

等が含まれます。本資料に記載の目標値、実績値は、庁舎に入居する食堂等を含めた庁

舎全体の数値です。

農林水産省の組織図は以下の通りです。

（環境管理システムでは、庁舎に入居する農林水産省以外の組織に対しても、協力組織

として同システムの環境方針に沿った取組への協力を要請しています ）。
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２．平成１９年度の環境目標の達成状況（実績と評価）

(1) 環境に直接影響を及ぼす事務事業

農林水産省環境管理システムでは、公用車の燃料使用量などの８項目について環境目標

を設定し、環境負荷の軽減に取り組んでいます （Ｈ16基準年度、Ｈ20目標年度）。

公用車の燃料使用量 都市ガス使用量 用紙類の使用量 電気使用量 及び 上「 」、「 」、「 」、「 」 「

水使用量」については、平成20年度までの目標を既に達成し、一部は大幅な削減が進んで

います。

一方で 「廃棄物排出量 「可燃ごみ排出量」及び「冷暖房用蒸気の使用量」は、前年、 」、

度より増加しており、引続き削減への取組が必要です。

平成19年度の実績は以下のとおりです。

目標 平成19年度実績

目標項目 単位 （平成20年度）16年度実績

目標値 16年度比 実績値 16年度比（基準年度）

(前年度実績値)

公用車燃料 ﾘｯﾄﾙ 95,735 81,376 85％以下 71,369 75％

使用量 (77,776)

都市ガス ｍ３ 143,901 143,901 100％ 124,880 87％

使用量 (138,219)（増加させない）

用紙類使用量 トン 666 533 80％以下 527 79％

(556)

廃棄物 トン 608 316 52％以下 336 55％

排出量 (310)

可燃ごみ トン 538 253 47％以下 263 49％

排出量 (239)

電気使用量 千kWｈ 10,197 9,177 90％以下 8,778 86％

(8,932)

冷暖房用蒸気 ｍ３ 7,661 6,895 90％以下 5,344 70％

使用量 (4,445)

上水使用量 ｍ３ 99,226 89,303 90％以下 83,473 84％

(89,608)
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【環境に直接影響を及ぼす事務事業の取組例】

○ 太陽光で発電した電気を生ゴミ処理機で利用

農林水産省の屋上には太陽光発電設備を設置しており、当該設備で発電した電気を省

内の食堂から発生した生ゴミを堆肥化する機械で使用しています。

生ゴミ処理機

屋上を利用した太陽光発電

堆肥は千葉県の畜産組合で

利用されています。

○ 買い物はマイバッグを利用

地下売店で買い物をする際に利用するマイバッグを全職員に配布しています。

(2) 農林水産施策の企画・立案

環境に間接的に影響を及ぼす事務事業として、環境保全型農業の推進、地球温暖化防止

森林吸収源対策の推進、藻場・干潟の保全・造成の推進、食品リサイクルの推進、容器包

装リサイクルの推進等に関する農林水産施策の企画・立案について、環境保全や環境に配

慮した目標・実施計画を設けて定期的に監視・測定を行っています。

監視・測定の結果、農林水産施策の企画・立案については、概ね適切に維持されている

ものの 「注意」事項が４件見られました（参考５ 。、 ）

29



表 監視及び測定に係る達成の評価結果の概要

不適合 注 意 適 合 合 計

17年度 ０ ６ ８５ ９１

18年度 ０ １ ８８ ８９

19年度 ０ ４ ８６ ９０

【不適合】

目標の達成が困難であり、文書により是正処置を要求することが適当と認められる事項

【注意】

目標の達成に課題があり、不適合が発生しないよう予防措置を検討することが適当と考えられ

る事項

３．公用車にバイオ燃料を導入

農林水産省では、バイオ燃料の利用を自ら率先して実践することが重要であると考え、

平成19年10月１日から大臣が使用する車をはじめ、農林水産省の公用車17台にバイオ燃料

を導入し、平成20年４月からはマイクロバス１台（軽油）を除く全ての公用車65台にバイ

オ燃料を導入しました。また、平成19年10月から平成20年９月までの１年間に47,583リッ

トルのバイオ燃料を使用しています。

４．農林水産省における温室効果ガス排出量抑制への取組

政府は、自らが率先して地球温暖化対策を推進するため、地球温暖化対策の推進に関す

る法律に基づき 「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実、

行すべき措置について定める計画 （平成19年３月30日閣議決定）及び「政府がその事務」

及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める計画の

実施要領 （平成19年３月30日地球温暖化対策推進本部幹事会申合せ）に基づき、取組を」

進めています。

農林水産省においても、自らの事務及び事業に伴い直接的及び間接的に排出される温室

効果ガスの総排出量を、平成13年度比で、平成22年度から平成24年度までの期間に平均で

、 。10％以上削減することを目標として 温室効果ガスの排出抑制に取組むこととしています

その結果、農林水産省における平成19年度の温室効果ガス総排出量は122,677トン-CO2

で、平成13年度に比べ14.9％削減しました。
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○ 温室効果ガス排出量抑制の取組

農林水産省では温室効果ガスの排出削減を進めるため 「農林水産省がその事務及び事業に関し温、

室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める実施計画（平成19年８月14日農林水

産省決定」を策定し、日常の業務等における省CO2及び省エネルギー・省資源の取組を推進すること）

としています。

５．グリーン購入の推進

グリーン購入とは、製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考

え、環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入することです。また、これは消費

生活など購入者自身の活動を環境にやさしいものにするだけでなく、供給側の企業に環境

、 。負荷の少ない製品の開発を促すことで 経済活動全体を変えていく可能性を持っています

○ グリーン購入の取組

農林水産省では「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 （グリ－ン購入法）に基づ」

き、物品を調達する場合には、できる限り環境への負荷の少ない製品を調達するとともに、間伐材等

の木材又は合法性が証明された木材を使用した製品やバイオマス製品、低公害車などを積極的に調達

することとしています。

６．グリーン契約の推進

政府は、温室効果ガス等環境への負荷の原因となる物質の排出削減を図るため、契約の

段階において環境負荷の低減に配慮する基本方針を平成19年12月７日に閣議決定し、温室

効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に努めています。

○ グリーン契約の取組

農林水産省では「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律」

グリ－ン契約法 に基づき 電力の供給を受ける契約 裾切り方式 自動車の購入に係る契約 総（ ） 、 （ ）、 （

合評価落札方式 、省エネルギー改修事業に係る契約（ESCO事業、建築物に係る契約（環境配慮型プ） ）

ロポーザル方式）など可能なものから温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の締結を行うこと

としています。
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７．農林水産省における木材利用拡大への取組

農林水産省では、平成14年12月に策定した「地球温暖化防止森林吸収源10カ年対策」におい

て、木材の利用推進を重要な柱の一つとして位置付けたこと等を踏まえ、農林水産省自らが木

材利用の拡大に取り組む「農林水産省木材利用拡大行動計画」を平成15年８月に決定（平成17

年７月、平成20年５月一部改正）し、

①農林水産省関係公共土木工事で設置する柵工・土留工などの施設

②農林水産省関係補助事業で設置する施設

③農林水産省や関係機関の庁舎

④農林水産省や関係機関の備品・消耗品

について、木材・木製品の導入目標を定め、木材利用の拡大に取り組んでいます。

○ 平成19年度の実施状況

○ 庁舎の営繕等における木造化・内装木質化の推進

＜庁舎木造化の事例＞・庁舎を木造で新改築 30施設

○ 木製品の導入の推進

・本省課長・室長以上の

事務机の木製品化 85％

（天板等一部木材使用は除く）

・木製の事務机・会議机の導入 841台

・間伐材封筒の使用 約199万枚

・間伐材フラットファイルの

使用 約13万６千枚

・パンフレット等への

間伐材印刷用紙の使用 約125万部

・飲料用紙製缶の使用 約１万３千本

（林野庁調べ）

＜間伐材封筒＞ ＜カートカン（飲料用紙製缶)自動販売機＞

写真上: 岡山県津山市
岡山森林管理署
新庁舎外観

下: 同庁舎玄関フロア
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農 林 水 産 省 の 環 境 方 針

１ 基本理念

廃棄物の増大や、生物多様性の危機、地球温暖化の進展等、今や地球環境問題は、私

達を取り巻く重大な問題になっています。その根源は私たちの日常生活や通常の事業活

動に起因するものであり、社会を構成するすべての主体がこの解決に向けて自主的かつ

積極的に取組を進めることが求められています。

農林水産業は、本来、自然環境に働きかけて、これを上手に利用し、その恵みを享受

する生産活動です。しかしながら、耕作放棄地等の増加、里山林の荒廃、肥料、農薬の

過剰投入や家畜排せつ物の不適切な管理等による自然環境への悪影響の発生が懸念され

る現状にあります。

農林水産業の持続的な発展のためには、農地・農業用水等の地域資源の保全・管理、

担い手の確保とともに、農林水産業の自然循環機能の維持・増進が不可欠です。

このため、農林水産省では、これまでも、環境保全型農業の推進、健全な森林の整備

・保全と木材利用の推進、藻場・干潟の造成などに取り組んできたところです。また、

、「 」 、 、平成１５年１２月には 農林水産環境政策の基本方針 を決定し この基本方針の下

農林漁業者の主体的な努力を基本として、農林水産業の自然循環機能の維持・増進とと

もに、農山漁村の健全で豊かな自然環境の保全・形成に向けた施策を展開することとし

ています。

このような施策展開のほか、農林水産省自身も一事業者として、省エネルギーやリサ

イクル等を通じて、自らが率先して環境への配慮を行う必要があります。

このような基本的な考え方を踏まえ、農林水産省では、本省においてＩＳＯ１４００

１に基づく環境管理システムを導入し、環境負荷低減及び環境保全の取組を着実に進め

ることとします。また、職員一人一人の活動を環境に配慮したものとし、その定着を図

ります。

２ 基本方針

（１ 「農林水産環境政策の基本方針」に基づき、環境保全を重視した農林水産業に移行）

することを目指します。

（２）物品やサービスの購入に当たっては、農林水産省の「環境物品等の調達の推進を図

るための方針」に基づき、環境負荷の少ない製品等を積極的に選択し、グリーン調達

を最大限進めます。

（３）本省庁舎における様々な日常活動に関して 「農林水産省がその事務及び事業に関、

し温室効果ガスの排出の抑制等のための実行すべき措置について定める実施計画」を

積極的に実行し、省資源・省エネルギー、廃棄物の削減などに努めます。

（４）農林水産省と取引などがある受注業者等に対しては、発注に当たり、環境に配慮し

た行動をとるよう求めていきます。

（５）環境に関連する法令及び計画等を遵守し、環境汚染の予防に努めます。

（６）環境管理システムを定期的に見直し、継続的な改善に努めるとともに、環境方針及

びその運用成績を公表します。

平成１７年１２月６日

中 川 昭 一農林水産大臣

（参考１）
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環境側面の原因要素

１．電気の使用
3 2 2 ○

室内の照明 全局 全課 ○ ○ ○

コピー機の使用 全局 全課 ○ ○ ○

コンピューター機器の使
用

全局 全課 ○ ○ ○

個別空調設備の使用 全局 全課 ○ ○ ○

エレベーターの使用 全局 全課 ○ ○ ○

家電製品の使用 全局 全課 ○ ○ ○ ○

２．都市ガスの使用
3 2 2 ○

給湯器の使用 全局 全課 ○ ○ ○

浴室（浴槽）の使用 全局 全課 ○ ○ ○

ガスコンロの使用 全局 全課 ○ ○ ○

３．水の使用
3 2 2 ○

トイレの使用 全局 全課 ○ ○

給湯室の使用 全局 全課 ○ ○ ○

浴室（浴槽）の使用 全局 全課 ○ ○ ○

４．紙の使用
3 2 2 ○

コピー機の使用 全局 全課 ○ ○ ○

コンピューター機器の使
用

全局 全課 ○ ○ ○

外注印刷物 全局 全課 ○ ○ ○

発送業務（封筒） 全局 全課 ○ ○

トイレの使用 全局 全課 ○ ○

５．物品等の購入
3 2 2 ○

その他の事務（指定物品
の購入）

全局 全課 ○ ○ ○

６．廃棄物等の排出
3 2 2 ○ ○

粗大ゴミの排出（机・椅
子等）

全局 全課 ○ ○

不燃ゴミの排出（プラス
チック等）

全局 全課 ○ ○

資源ゴミの排出（ビン・
ペットボトル等）

全局 全課 ○ ○

可燃ゴミの排出（生ご
み・紙・雑ごみ等）

全局 全課 ○ ○

７．ガソリンの使用
3 2 2 ○

官用車の使用 全局 全課 ○ ○ ○ ○

2 2 2 ○

調査・研究委託の実施、
報告書等の提出

全局 全課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

環境側面調査表（オフィス活動）

廃
棄
物
の
排
出

オ
ゾ
ン
層
破
壊

大
気
汚
染

水
質
汚
濁

土
壌
汚
染

環
境
影
響
の
重
大
性

環　境　影　響　区　分

悪
臭

地球環境 その他 環
境
影
響
の
発
生
頻
度

環
境
影
響
の
発
生
量

環境影響
評価

自然環境

環　境　側　面

オフィス活動

８．外部への環境保全の
働きかけ

局庁 課

影響影響
発生区分

（参考２）

人
の
健
康
被
害

定
時
的

非
定
時
的

緊
急
時

地
球
温
暖
化

資
源
枯
渇

法
的
要
求
事
項
等
の
適
用

著
し
い
環
境
側
面
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環境側面の原因要素

１．電気の使用 3 2 2 ○

全館空調設備の使用 大臣官房 経理課 ○ ○ ○

廊下等の照明 大臣官房 経理課 ○ ○ ○

エレベーターの使用（再
掲）

大臣官房 経理課 ○ ○ ○

２．水の使用 2 2 2 ○

全館空調設備の使用 大臣官房 経理課 ○ ○

３．廃フロン等の排出 2 2 2 ○ ○

官用車のメンテナンス 大臣官房 経理課 ○ ○ ○

空調設備等のメンテナン
ス

大臣官房 経理課 ○ ○ ○

非常用電源設備のメンテ
ナンス

大臣官房 経理課 ○ ○ ○

４．ＰＣＢの飛散 2 3 2 ○ ○

廃トランス等の保管 大臣官房 経理課 ○ ○ ○

５．燃料の漏洩 2 3 2 ○ ○

非常用電源設備の管理 大臣官房 経理課 ○ ○ ○

６．廃棄物等の排出 2 3 2 ○ ○

感染症廃棄物（使用済み
の注射針、ガーゼ等）

大臣官房 厚生課 ○ ○ ○

産業廃棄物（エックス線
フィルム）

大臣官房 厚生課 ○ ○

公共工事における建築副
産物

大臣官房 経理課 ○ ○

総合食料局 総務課 ○ ○

７．材料の消費 2 3 2 ○ ○

公共工事における建築資
材の使用

大臣官房 経理課 ○ ○ ○

総合食料局 総務課 ○ ○

評価の基準

高
中
低
高
中
低
多
中
少
大
中
小

環境影響の
重大性

重大な、又は広域的な環境への影響があるもの 3
「大」、「小」以外のもの 2
軽微な又は局所的な環境への影響があるもの 1

環境影響の
発生量

多量のもの 3
中程度のもの 2
少量のもの 1

3
「高」、「低」以外のもの 2
非定常時又は緊急時において発生する可能性が低いもの 1

環
境
影
響
の
発
生
頻
度

定常時
ほぼ毎日使用又は発生するもの 3
「高」、「低」以外のもの 2
ほとんど使用又は発生しないもの 1

非定常時
緊急時

非定常時又は緊急時において発生する可能性が高いもの

項目 説明 点数

環境影響
評価

オ
ゾ
ン
層
破
壊

資
源
枯
渇

自然環境

大
気
汚
染

水
質
汚
濁

法
的
要
求
事
項
等
の
適
用

著
し
い
環
境
側
面

環
境
影
響
の
重
大
性

環　境　影　響　区　分

悪
臭

地球環境 その他 環
境
影
響
の
発
生
頻
度

環
境
影
響
の
発
生
量

人
の
健
康
被
害

定
時
的

非
定
時
的

緊
急
時

地
球
温
暖
化

土
壌
汚
染環　境　側　面

庁舎管理

廃
棄
物
の
排
出

局庁 課

影響影響
発生区分

環境側面調査表（庁舎管理）
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業務等 局庁 課 法令等の名称 基準
特定
業務

産業廃棄物処
理業務

大臣
官房

厚生課 廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律

マニフェスト
伝票の発行

産業廃棄物
（エックス線
フィルム）

大臣
官房

厚生課 廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律

マニフェスト
伝票の発行

ごみ処理業務

大臣
官房

経理課 廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律

・廃棄物に係
る基準等の遵
守
・マニフェス
ト伝票による
管理

設備管理業務

大臣
官房

経理課 騒音規制法 ・特定施設の
届出
・騒音規制基
準の遵守

排水除害設備
保守点検業務

大臣
官房

経理課 下水道法 ・特定施設の
届出
・水質の測定
及び水質基準
の遵守

ポリ塩化ビ
フェニル廃棄
物の処理業務

大臣
官房

経理課 ポリ塩化ビフェ
ニル廃棄物の適
正な処理の推進
に関する特別措
置法

適正処理及び
届出

エネルギー管
理業務

大臣
官房

経理課 エネルギーの使
用の合理化に関
する法律

・定期報告書
の提出
・エネルギー
管理員の選
任・届出

特定家庭用機
器の廃棄業務

大臣
官房

経理課 特定家庭用機器
再商品化法

廃棄時の適正
処理

自動車の交換
購入等業務

大臣
官房

経理課 使用済自動車の
再資源化等に関
する法律

自動車交換購
入時等の適正
処理

パソコンの売
払等業務

大臣
官房

経理課 資源の有効な利
用の促進に関す
る法律

売払時等の適
正処理

（参考３）

・特別管理産業廃棄物保管基準の
遵守
・特別管理産業廃棄物の収集、処
理委託基準の遵守
・特別管理産業廃棄物管理責任者
の設置
・特別管理産業廃棄物の処理に関
する事項の報告

・産業廃棄物保管基準の遵守
・産業廃棄物の収集、処理委託基
準の遵守
・産業廃棄物管理票による管理

感染性廃棄物
（診療所）

エックス線フィ
ルム
（診療所）

・危険物貯蔵
所の設置等許
可
・危険物に係
る基準等の遵
守

ポリ塩化ビフェ
ニル廃棄物

・特定施設の届出
・騒音規制基準の遵守

原動機の定格出
力7.5kw以上の
送風機及び排風
機

・特定施設の届出
・水質の測定及び水質基準の遵守

排水除害施設

○
地下タンク貯
蔵所及び配管
点検業務

大臣
官房

経理課 消防法 ・危険物貯蔵所の設置等許可
・危険物に係る貯蔵、取扱等の基
準の遵守
・危険物取扱者による危険物の適
切な取扱等

重油タンク（Ａ
重油)3000Ｌ
（非常用自家発
電機用）

・エネルギーの使用量等の状況報
告
・エネルギー管理員の選任・届出

特定家庭用機器
廃棄物

公用車

法的要求事項等調査表（集約表）

主な要求事項
対象設備・

物質等

エネルギー

廃棄物・産業廃棄物保管基準の遵守
・産業廃棄物運搬、処分等委託基
準の遵守
・産業廃棄物管理票による管理
・一般廃棄物の適正処理

・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適
正処理
・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保
管及び処分の状況の届出

使用済機器の適正処理 パソコン

廃棄時の適正処理

・使用済自動車の適正処理
・再資源化等預託金等の預託
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（参考４）

０－① 大臣官房 環境バイオマ
ス政策課

１－① 大臣官房
林野庁
水産庁

経理課
林政課
漁政課

１－② 大臣官房
林野庁

経理課
林政課

１－③ 大臣官房
林野庁

経理課
林政課

１－④ 大臣官房
林野庁

経理課
林政課

１－⑤ 全部局 全課

１－⑥ 全部局 全課

１－⑦ 全部局 全課

１－⑧ 全部局 全課

１－⑨ 全部局 全課

２－① 大臣官房 経理課

２－② 大臣官房

全局庁

経理課

経理担当課

２－③ 大臣官房

全局庁

経理課

経理担当課

２－④ 全部局 全課

２－⑤ 全部局 全課

２－⑥ 全部局 全課

２－⑦ 全部局 全課

２－⑧ 全部局 全課

２－⑨ 大臣官房

全部局

経理課

全課

２－⑩ 大臣官房

全部局

経理課

個別空調機の
管理担当課

通勤時や業務時の移動において、鉄道、バ
ス等公共交通機関の利用に努める。

農林水産省における環境物品等の調達の推
進を図るための方針に基づき、低公害車を
導入する。

長時間の離席時など、パソコンを長時間利
用しない場合には電源をＯＦＦにする（昼
休みを除く）。また省エネモードに設定す
る。

待機電力削減のため、退庁時に可能な範囲
でノートパソコン等の電源プラグを抜く。
もしくはＯＡタップを利用しスイッチを切
る。

平成１５年度に実施したグリーン診断に基
づき、省エネルギー型の照明器具、個別空
調機等を導入する。

農林水産省行政効率化推進計画に基づき、
公用車の台数を見直す。

　電気・都市ガス、公用車燃料等の使
用に伴い排出される温室効果ガス排出
量を、平成１６年度比で、平成１９年
度及び平成２０年度とも８７％以下と
する。

０．事業・事務に伴い排出される温室
効果ガス排出量を削減する。

温室効果ガス排出削減状況を把握する。

プリンターが２台以上ある場合には、通常
使用するプリンターの連続使用に努め、使
用台数を削減する（もう一方のプリンター
の電源をＯＦＦにする。）。

昼休みは、業務上特に照明が必要な箇所を
除き消灯を行う。また、夜間における照明
も、業務上必要最小限の範囲で点灯するこ
ととし、それ以外は消灯を徹底する。

電気、都市ガス等の使用状況を把握する。

公用車等の燃料使用量、走行距離等を把握
する。

待機時のエンジン停止の励行・不要なアイ
ドリングの中止、タイヤ空気圧調整等の定
期的な車両の点検・整備の励行、カーエア
コンの設定温度を１度アップするなど環境
に配慮したエコドライブを行う。

不要不急のタクシー利用を抑制する。

日常の連絡業務等に伴う短距離の移動手段
として、共用自転車の使用に努める。

毎月第一月曜日は、警備上及び業務上支障
のある場合を除き、公用車の使用を終日自
粛するものとし、移動手段は徒歩、自転車
又は公共交通機関とする。

公用車、タクシーの相乗りに努める。

局庁 課環境目標 実施計画環境目的

平成１９年度　環境目的及び環境目標並びに実施計画登録表（直接環境に影響を及ぼす業務）

トイレ、廊下、階段等での自然光の活用を
図る。また、執務室においても、自然光の
活用が可能な場合には、その活用を図る。

昼休みにプリンター、コピー機の電源をＯ
ＦＦにする。もしくは省エネモードに設定
する。

１．公用車等で使用する燃料の
量を削減する。

　ガソリンの使用量を、平成１６年度
比で、
・平成１９年度までに８６％以下
・平成２０年度までに８５％以下
とする。

２．庁舎におけるエネルギー使
用量（電気・都市ガス等）を削
減する。

①電気の使用量を、平成１６年度比
で、平成１９年度及び平成２０年度と
も９０％以下とする。

②都市ガスの使用量を平成１６年度比
で、平成２０年度まで増加させない。

③冷暖房用蒸気量を平成１６年度比
で、平成１９年度及び平成２０年度と
も９０％以下とする。

庁舎内における冷暖房温度の適正管理（冷
房の場合は２８度程度、暖房の場合は１９
度程度）を行い、集中冷暖房システムの稼
働中は個別空調機を使用しない。

農林水産省における環境物品等の調達の推
進を図るための方針に基づき、省エネ型Ｏ
Ａ機器を導入する。
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局庁 課環境目標 実施計画環境目的

２－⑪ 全部局 全課

２－⑫ 全部局 全課

２－⑬ 全部局 全課

２－⑭ 全部局 全課

２－⑮ 全部局 全課

２－⑯ 大臣官房 厚生課
経理課

２－⑰ 大臣官房 経理課

２－⑱ 大臣官房 経理課

３－① 全部局 用紙類の使用
量を把握でき
る課

３－② 全部局 全課

３－③ 全部局 全課

３－④ 全部局 全課

３－⑤ 全部局 全課

３－⑥ 全部局 全課

４－① 大臣官房 経理課

４－② 大臣官房 経理課

４－③ 大臣官房 経理課

４－④ 全部局 全課

４－⑤ 大臣官房
林野庁

経理課
林政課

５－① 大臣官房 経理課

５－② 全部局 全課

５－③ 全部局 全課

５－④ 全部局 全課

５－⑤ 大臣官房
全部局

厚生課
環境バイオマ
ス政策課
全課

５－⑥ 大臣官房
全部局

経理課
全課

５．廃棄物の量を削減する。 ①廃棄物総量を、平成１６年度比で、
・平成１９年度までに５３％以下
・平成２０年度までに５２％以下
とする。

②可燃ごみの量を、平成１６年度比
で、
・平成１９年度までに４９％以下
・平成２０年度までに４７％以下
とする。

 ４．上水使用量を削減する。

　用紙類の使用量を、平成１６年度比
で、
・平成１９年度までに８５％以下
・平成２０年度までに８０％以下
とする。

　上水の使用量を、平成１６年度比
で、
・平成１９年度までに９２％以下
・平成２０年度までに９０％以下

３．用紙類の使用量を増加させない。

事務用品等について、発生抑制
（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利用
（Recycle）の３Ｒに努める。

使用済みのフラットファイル、ドッチファ
イル、封筒等は、表紙を貼るなどして再使
用を行う。

公用車の洗車方法について、回数の削減、
バケツの利用等により節水に努める。

「本省庁舎ごみの分別表」に基づき、ごみ
の分別を徹底する。

詰め替え可能な文具、洗剤等を使用するこ
とにより、使い捨て製品の使用や購入の抑
制に努める。

マイバッグ等を活用し、レジ袋を辞退す
る。また、過剰包装品の購入の抑制に努め
る。

廃棄物の総排出量、うち可燃ごみの量を把
握する。

資料の簡素化を図る。また、印刷部数につ
いても必要最小限の量となるよう努める。

両面印刷・両面コピーの徹底を図る。閣
議、審議会等の政府関係の会議へ提出する
資料や記者発表資料等についても特段支障
のない限り極力両面コピーとする。

使用済み用紙の裏紙使用等を行う（個人情
報など裏面使用が好ましくない書類を除
く。）。また、このため複合機及びプリン
ターに裏紙専用トレーを設置する等によ
り、再使用に努める。

使用済み封筒の再使用を行う。

文書・資料の電磁的方法による保存を進め
るとともに、電子メール、電子掲示板等の
電磁的方法を活用した情報提供等を行う。

上水の使用状況を把握する。

節水機器等を導入する。

水漏れ点検を実施する。

給湯室等の利用の際、蛇口・水栓をこまめ
に閉める。

コピー用紙、事務用封筒等の年間使用量に
ついて、各部局単位など適切な単位で把握
する。

庁舎内の自動販売機の設置状況を精査し、
エネルギー消費の少ない機種への更新を促
す。

太陽光発電設備を導入する。

冷房中は、窓のブラインドを降ろしたり、
冷気の通り道を確保するなどの工夫をし、
冷房効率を高める。また、冷暖房中は、
窓、出入口の開放禁止を徹底する。

効率的な業務遂行に努め、水曜日及び金曜
日の定時退庁、夜間残業の削減、有給休暇
の計画的消化に努める。

直近階への移動には階段の利用に努め、エ
レベーターの利用を控える。

電気ポット、コーヒーメーカー等の比較的
電力消費量が大きい電気製品の使用を中止
する。また、冷蔵庫の効率的使用を図る。

執務室での服装について、暑さや寒さをし
のぎやすい服装を励行する。

屋上緑化を導入する。
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局庁 課環境目標 実施計画環境目的

５－⑦ 全部局 全課

５－⑧ 全部局 全課

５－⑨ 大臣官房
全部局

経理課
全課

５－⑩ 全部局 全課

５－⑪ 大臣官房
全部局

厚生課
全課

５－⑫ 大臣官房 厚生課
経理課

５－⑬ 大臣官房 経理課

５－⑭ 大臣官房 厚生課
経理課

６－① 大臣官房 環境バイオマ
ス政策課

６－② 大臣官房

全局庁

経理課

経理担当課

６－③ 大臣官房

全局庁

経理課

経理担当課

６－④ 大臣官房

全局庁

経理課

経理担当課

６－⑤ 大臣官房

全局庁

経理課

庁舎の建築等
担当課

６－⑥ 大臣官房 厚生課
環境バイオマ
ス政策課

６－⑦ 全部局 全課

６－⑧ 大臣官房

全局庁

経理課

庁舎・宿舎の
改修等担当課

７－① 大臣官房

全局庁

経理課

経理担当課

７－② 大臣官房
全局庁

経理課
経理担当課

間伐材等の木材を使用した封筒、フラット
ファイル等の購入・利用を進める。

間伐材等の木材を使用した事務机・会議机
や名札（机上用、衣服取付型、首下型）、
ペンスタンド、鉛筆等を優先的に選択す
る。また、バイオマスプラスチックを使用
したクリアホルダーのファイル等を優先的
に選択する。

物品の在庫管理を徹底する。

庁舎内の自動販売機の設置状況を精査し、
マイカップが使用できる自動販売機を設置
することにより、容器包装廃棄物の排出抑
制に資する取組を促す。

環境物品等の調達状況を把握する。

「農林水産省の環境物品等の調達の推進を
図るための方針」の判断の基準を満たす物
品等を調達方針に基づき調達する。（「設
備」「公共工事」を除く各物品及び役務提
供等）

調査・研究等委託事業の受託者が提出する
事業成果物については、原則としてその媒
体は電磁的記録媒体とすることを委託事業
実施要領に明記するように徹底する。

間伐材等の木材を使った名刺、カートカン
等の購入・利用に努め、木材の利用拡大に
協力する。

設計時に仕様書等で環境に配慮した建築資
材の使用を指定する。

庁舎の建築等に当たっては、木造化、内装
の木質化を積極的に行う。

庁舎内の食堂において使用する割り箸につ
いて、間伐材等の木材を使用した製品の利
用を呼びかける。また、バイオマスプラス
チックを使用した食器の利用を呼びかけ
る。

契約担当者は、発注予定業者等に対して、
環境保全の働きかけを行い、協力依頼文を
掲示する。

廃棄する生ごみ、ＯＡ機器、家電製品等に
ついて、分別や適正処理を実施する。ま
た、廃棄物処理業者等に対し発注者として
同様の対応を促す。

個人用のごみ箱の削減等に努め、事務室段
階でのゴミの削減、分別・所定の場所への
廃棄等を徹底する。

シュレッダーの使用は秘密文書の廃棄の場
合のみに制限する。

コピー機、プリンタ－などのトナーカート
リッジは、機器メーカー等のリサイクル回
収に出す。

弁当及び飲料容器について、リターナブル
容器で販売されるものの購入に努めるとと
もに、適正な回収ルートを通じた再使用に
協力する。

庁舎内食堂から排出される食品残渣等につ
いて、再生利用に努める。

６．財やサービスの購入に当たって
は、グリーン購入法に基づく環境物品
等の調達を適切に実施するとともに、
温室効果ガスの排出の少ない環境物品
等の優先的な調達に努める。

７．業務受託業者等に対して環境保全
活動の実施を働きかける。

　物品の納入業者、工事請負業者、調
査・研究等受託業務の受託者等に対
し、環境保全活動の実施を働きかけ
る。

①「農林水産省の環境物品等の調達の
推進を図るための方針」に基づき、各
品目毎の総調達量に占める適合品目の
割合を100％にする。（毎年）
②「農林水産省木材利用拡大行動計
画」に基づき、木材の利用拡大に取り
組む。
③バイオマス製品の利用拡大に取り組
む。

庁舎及び宿舎の改修等に当たっては、
環境に配慮した建築資材の使用を推進
する。
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林野庁 計画課
整備課
業務課

目標・計画と
も適合

適合

林野庁 治山課 目標・計画と
も適合

適合

林野庁

水産庁

計画課
整備課
治山課

計画課

目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 水利整備課
総務課
農地整備課
防災課
土地改良企画
課
資源課

目標・計画と
も適合

適合

農村振興局

大臣官房

地域整備課
資源課
企画評価課

目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 農地整備課 目標・計画と
も適合

適合

農村振興局
大臣官房

地域計画官
企画評価課

目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 地域整備課 目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 防災課
水利整備課

目標・計画と
も適合

適合

達成の評価

【農山漁村地域の水質改善】
　農山漁村地域における混住化の進展等によ
る水質の悪化に対処し、引き続き農業集落や
漁業集落における排水施設の整備等を推進
し、農山漁村地域の水質を改善。この場合、
都道府県が策定する汚水処理に関する「都道
府県構想」に基づき、農業集落排水、漁業集
落排水、下水道、浄化槽が連携して効率的に
施設の整備を推進する。
（農業集落排水処理人口普及率　平成19年目
標：52％）
（漁業集落排水処理人口普及率　平成23年目
標：概ね６割）

（参考５）

監視・測定
結果

○地域の実情を踏まえた多様な遊休農地活用を促進
する。
【実施する施策】
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
【施策の内容】
　地域の自主性と創意工夫により、農山漁村の活性
化を図る計画を支援する「農山漁村活性化プロジェ
クト支援交付金」により、地域の実情を踏まえた多
様な遊休農地活用を促進する。

【健全な水循環】
○　国土の約８割を占める森林や農地
は、雨水を蓄え、浄化し、河川への急速
な流入を抑制している。周辺沿岸の藻
場・干潟では海藻や貝類等の生息生物が
水を浄化している。このような森林、農
地・農業用水、藻場・干潟の機能を維
持・向上していく。
○　他方、肥料、農薬や家畜排せつ物、
養殖業の飼料等は、水環境への負荷の原
因となり得るものである。これらが原因
となる環境負荷の低減を推進する。

【豊かな海と森を育む連携】
　豊かな海を育む森林の整備とともに漁場環
境の改善を図るため、上流水源地域の森林所
有者と下流沿岸地域の漁業者の連携・協力、
森林の整備や保全、木材を利用した沿岸漁場
の整備等を推進する。

【健全な森林の育成】
①　水源かん養、山地災害の防止をはじめと
する多面的機能を発揮する森林の整備や保全
を推進する。
②　特に、水土保全林については、災害に強
い国土基盤の形成や良質な水の安定供給を確
保する観点から、高齢級の森林への移行、広
葉樹の導入等により複層林の造成を推進する
など、整備や保全を着実に推進する。

【農地の維持・保全と安定的な用水供給機能
等の確保】
　農業生産と田園自然環境の基盤となってい
る農業用水の健全な循環を維持・増進するた
め、
農地に対する安定的な用水供給機能及び排水
条件の確保に向けた取組を推進する。
　また、農業の持続的発展を通じて水源かん
養をはじめとする多面的機能の発揮を図るた
め、
良好な営農条件を備えた農地の確保に向けた
取組を推進する。
（各年度ごとに機能低下のおそれのある基幹
的農業用用排水路機能を確保（目標値は
前年度の整備実績により変動する。））
（優良農地の減少傾向に歯止めをかける。）

○土地改良長期計画に基づき、農業集落排水施設の
整備を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・農業集落排水事業（土地改良長期計画）
【施策の内容】
　農業用用排水の水質保全等を図り、併せて公共用
水域の水質保全に寄与するため、農業集落排水施設
の整備を推進する。

○土地改良長期計画に基づき、水質保全対策を推進
する。
【実施する施策（計画等）】
・水質保全対策事業　等（土地改良長期計画）
【施策の内容】
　農業用用排水の水質汚濁に起因する障害を除去
し、または農業用用排水施設から公共用水域への排
出される水質を改善するため、水質浄化施設等の整
備を推進する。

○森林整備保全事業計画及び京都議定書目標達成計
画に基づき、森林整備事業を推進する。
【施策の内容】
　「水土保全林」を対象に、水源かん養機能、山地
災害防止機能の維持増進に資する植栽、間伐、育成
複層林への移行等を推進するとともに、これに必要
な路網を整備。

○土地改良長期計画に基づき、中山間総合整備事業
を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
・中山間地域等直接支払交付金
・中山間地域総合整備事業（土地改良長期計画）
等
【施策の内容】
　地域の自主性と創意工夫により、農山漁村の活性
化を図る計画を支援する「農山漁村活性化プロジェ
クト支援交付金」などにより、地域における里地や
棚田等の保全を図るための取り組みを推進する。
　また、中山間地域等直接支払交付金を引き続き実
施し、中山間地域等の多面的機能の維持・増進を一
層図る。

○土地改良長期計画に基づき、特定中山間保全整備
事業を推進する。
【実施する施策】
・特定中山間保全整備事業
【施策の内容】
　森林及び農用地の一体的整備により、農林業の振
興と水源かん養等公益的機能の維持増進を図る。

○森林整備保全事業計画及び京都議定書目標達成計
画に基づき、水源地域等保安林整備事業（治山事
業）を推進する。
【施策の内容】
　ダム上流等の水資源確保上重要な水源地域の森林
について、広葉樹の導入等による複層林及び針広混
交林と渓流域の環境に配慮した地表水の地下への浸
透を促進する施設とを一体的に整備し、安全で安心
な水の量と質の双方を確保・保全。

○上流水源域と下流沿岸域における施策連携によ
り、豊かな海と森林を育む総合対策を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・治山事業、森林整備事業（森林整備保全事業計画
及び京都議定書目標達成計画）
・漁場保全関連特定森林整備事業
・水産基盤整備事業のうち水産物供給基盤整備事
業、漁村総合整備事業、水産基盤整備調査費補助
【施策の内容】
　森林・林業関係者と漁業関係者等の参画の下、豊
かな海を育む森林の整備・保全と漁場環境改善に係
る施策を一体的に実施することにより、川上から川
下に至る自然生態系等を保全するとともに、地域で
生産される間伐材等の木材資源の魚礁や漁場整備等
への活用を積極的に推進。
　なお、新たに創設した漁村再生交付金の地域提案
型整備の中で魚つき保安林等の整備に充てることも
可能となり、一層の連携を推進。

○土地改良長期計画に基づき、基幹農業用用排水施
設整備事業を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・国営かんがい排水事業（土地改良長期計画）
・補助かんがい排水事業（土地改良長期計画）　等
【施策の内容】
　我が国の食料の安定的な供給を支える農業用用排
水施設の機能を確保する観点から、今後とも、施設
の長寿命化を図りつつ、計画的・機動的な更新整備
に取り組むとともに、それらを担う管理体制の整備
を行う。

局庁 課環境目的 実施計画環境目標

平成１９年度　農林水産施策の企画・立案
監視及び測定結果報告書（環境目的及び環境目標並びに実施計画）
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達成の評価
監視・測定

結果
局庁 課環境目的 実施計画環境目標

水産庁 防災漁村課 目標・計画と
も適合

適合

水産庁 整備課 目標・計画
とも適合

適合

農村振興局

林野庁

地域計画官

治山課

目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 農地整備課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

消費・安全局 植物防疫課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 畜産企画課
畜産振興課

目標・計画
とも適合

適合

○総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の普及推進
【施策の内容】
病害虫の発生予察情報に基づいて、化学的防除、生
物的防除および物理的防除を適切に組合せ、環境負
荷を軽減しつつ病害虫の発生状況を経済的負担が生
じるレベル以下に抑制する総合敵病害虫・雑草管理
（ＩＰＭ）の普及・推進を図るため、作物毎にＩＰ
Ｍの実践指標モデルの策定を進める。
また各都道府県は地域の実情に配慮しつつ、実践指
標モデルを元に、農業者自らがＩＰＭの達成度を
チェックできるＩＰＭ実践指標を策定するととも
に、モデル地区地域の育成に取り組む。

○家畜排せつ物処理のための施設等の整備を推進す
る。
【実施する施策（計画等）】
・地域バイオマス利活用交付金
・畜産環境総合整備事業（土地改良長期計画）
【施策の内容】
　市町村、農協、営農集団等が行う家畜排せつ物の
たい肥化施設等の整備、都道府県、市町村等がたい
肥還元用草地の造成・整備等と一体的に行う施設の
整備を実施。

○健全な水循環系の構築に向け、関係省庁間の情報
交換及び意見交換、調査・研究の実施並びに施策相
互の連携・協力を推進する。
【施策の内容】
　水循環の健全化に向けた取組を実践している主体
者や行政等を対象として、参考となる事例や知見を
示した「健全な水循環系構築のための計画づくりに
向けて」を平成15年度に作成。それらに基づいて各
省庁による情報交換及び意見交換等を行う。

○自然エネルギーを利用した水域環境改善事業を推
進する。
【施策の内容】
　種苗放流や養殖等に活用されている漁港内外の静
穏水域内では、外海との海水交流が十分ではないた
め水質悪化の問題を抱えていることから、水質の改
善を図るため自然エネルギーを活用した海水交換手
法を検討するとともに、ガイドラインを作成。
（平成１７～１９年度に調査を実施し、平成１９年
度にガイドラインを取りまとめ。）

○漁港及び漁場等の海域の水質を保全、改善を図る
ため漁業集落排水施設の整備を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・漁業集落環境整備事業（漁港漁場整備長期計画）
・漁村再生交付金（漁港漁場整備長期計画）

【関係５省の連携による健全な水循環系構築
に関する取組】
　平成10年８月に発足した関係５省（厚生労
働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省
及び環境省）により構成される「健全な水循
環系構築に関する関係省庁連絡会議」を通じ
て、水に関する関係省庁が一体となった取組
を推進する。

【家畜排せつ物の適正管理】
　家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促
進に関する法律に基づく家畜排せつ物の管理
の適正化を徹底する。
（「家畜排せつ物法」が平成16年11月１日に
本格施行となり、一定規模以上の畜産農家に
対し、家畜排せつ物の管理施設の床をコンク
リート等の不浸透性素材とし、適当な覆いと
側壁を設けることなどその適正化管理を定め
た同法の「管理基準」が適応されている。）

【環境保全を重視する農業の推進】
　環境負荷の低減と物質循環を促進し、環境
保全を重視する農業を推進する。
（エコファーマー認定件数　平成21年度末目
標：20万人）

○農業環境規範の普及・定着を推進。
【施策の内容】
　新たな食料・農業・農村基本計画に基づき農業者
が環境保全に向けて最低限取り組むべき事項を取り
まとめ、平成１７年３月に策定した「環境と調和の
とれた農業生産活動規範（農業環境規範）」の普
及・定着を推進。

○環境と調和した持続的な農業生産を推進するため
の条件整備。
【実施する施策】
　強い農業づくり交付金
【施策の内容】
　環境と調和した持続的な農業生産を推進するため
に必要な共同利用機械・施設等の整備を支援。

○持続性の高い農業生産方式の導入の促進。
【施策の内容】
　持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する
法律に基づき、土づくりと化学肥料、化学合成農薬
の使用低減に一体的に取り組む農業者を認定し（エ
コファーマー）、金融上の支援や計画達成のための
指導・助言などの支援措置を講じることにより、持
続性の高い農業生産方式の導入を促進する。

○環境負荷の大幅な低減を図る先進的な営農活動を
推進
【施策の内容】
　農地や農業用水等の資源の保全と一体的に、地域
でまとまって化学肥料及び化学合成農薬を５割以上
低減する等の先進的な営農活動を支援。

○化学肥料、農薬を使用しないことを基本とする有
機農業の推進
【施策の内容】
　有機農業策推進法に基づき、平成１９年４月末に
策定した有機農業の推進に関する基本的な方針につ
いて周知徹底に努めるとともに、都道府県における
推進計画の策定への働きかけ等を実施。
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達成の評価
監視・測定

結果
局庁 課環境目的 実施計画環境目標

水産庁 栽培養殖課 目標・計画
とも適合

適合

水産庁 計画課
整備課
企画課

目標・計画と
も適合

適合

林野庁 整備課
業務課

目標・計画と
も適合

適合

林野庁 治山課
整備課
業務課

目標・計画と
も適合

適合

林野庁 治山課
業務課

目標・計画と
も適合

適合

林野庁 木材産業課
木材利用課

目標・計画と
も適合

適合

林野庁 企画課
経営課
木材産業課
研究・保全課

目標・計画と
も適合

適合

林野庁 経営課 目標・計画と
も適合

適合

【健全な大気循環】
○　植物は光合成により大気中の二酸化
炭素を吸収することにより炭素を固定す
る。これを農林水産物として消費しても
正味の二酸化炭素を増加させないカーボ
ン・ニュートラルな性質を持っている。
特に、森林・木材は、二酸化炭素の吸収
源・貯蔵庫として地球温暖化対策上重要
な役割を果たしている。
○　一方、二酸化炭素の排出者としての
農林水産業、食品産業における排出削減
を推進する。また、食料、木材等の生産
から流通・消費までの間の排出削減を推
進する。

②　森林整備を通じて供給される国産材の利
用を推進する。

（国産材供給・利用量　平成27年目標：23百
万m3、平成19年度目標:17,070千m3）

○平成１９年度以降６年間、毎年５５万haの追加的
な間伐を推進するため、間伐等推進総合対策を推進
し、間伐等の実施とその推進のための条件整備、間
伐材の利用促進を一体的かつ総合的に取り組む。
【実施する施策（計画等）】
・治山事業、森林整備事業（森林整備保全事業計画
及び京都議定書目標達成計画）
・森林づくり交付金（森林・林業基本計画及び京都
議定書目標達成計画）
・強い林業・木材産業づくり交付金（森林・林業基
本計画及び京都議定書目標達成計画）
・間伐等推進環境整備事業（森林・林業基本計画及
び京都議定書目標達成計画）

○森林整備保全事業計画及び京都議定書目標達成計
画に基づき、抜き伐りを繰り返しつつ徐々に更新を
行う長期育成循環施業（森林整備事業）の積極的な
推進により、複層林への誘導・造成を促進する。

【持続可能な養殖業の推進】
　養殖業による漁場環境の悪化を防止するた
め、漁場改善計画の策定等を通じて飼料等に
よる水質、底質への負荷の低減を促進する。

【藻場・干潟の造成等】
　海藻類や貝類等の生息生物による水質浄化
等環境保全効果を有する藻場・干潟の保全・
造成を推進する。
（平成19～23年度に概ね5,000haを保全・造
成）

○「豊かな海の森づくり」関係施策を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・水産基盤整備事業（漁港漁場整備長期計画）
・岩礁域における大規模磯焼け対策促進事業
・環境・生態系保全活動支援調査・実証事業
【施策の内容】
　水産生物の良好な生息生育の場であるのみなら
ず、水質浄化機能を有する藻場・干潟等の保全・創
造を強力に推進。
磯焼け対策のプランづくりや効果検証等についての
技術的なサポートを行い、大規模な磯焼けの改善事
例づくりを行う。また、これらの取組事例から磯焼
け対策のノウハウを整理し他地域へ普及すること
で、磯焼けの全国的かつ効率的な改善を目指す。
また、漁業者を中心とした環境・生態系保全活動を
促進する支援方策の確立を目指す。

○森林整備保全事業計画に基づき、奥地保安林保全
緊急対策（治山事業）を推進する。
【施策の内容】
　奥地保安林の荒廃地や荒廃森林において、針広混
交林等への森林の再生のための森林整備と簡易かつ
効果的な治山施設の整備を緊急に実施。

③　「緑の雇用」等による森林整備の担い手
を確保・育成する。

【地球温暖化対策としての森林整備の推進、
木材・木質バイオマス利用の推進等】
①　適切な森林の整備及び保全を推進する。
　京都議定書に係る森林吸収目標１３００万
炭素トンを達成するため、平成１９年度以降
６年間、毎年５５万haの間伐を推進する。

○森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成計画
に基づき、木材産業の体制整備に関する事業及び地
域材利用の推進に関する事業を実施し、木材・木質
バイオマスの利活用を促進する。
【施策の内容】
　地球温暖化防止森林吸収源10カ年対策第２ステッ
プの着実な推進のため、キャンペーン活動や企業向
けセミナーの開催等による地域材実需の拡大、学校
等での木材教育活動の実施等総合的な消費者対策を
中心とした地域材利用を推進するとともに、品質・
性能の確かな乾燥材等を低コストで安定的に供給す
る「新生産システム」の構築、これまで利用が低位
であった間伐材、曲がり材等をボードや集成材等へ
加工する「新利用システム」の構築等木材産業の構
造改革を促進。

○森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成計画
に基づき、国産材の安定供給の体制整備に関する事
業を実施し、林業の活性化、国産材の利用拡大、木
材・木質バイオマスの利活用を促進する。
【実施する施策】
　低コスト木材供給体制整備事業
【施策の内容】
　提案型施業の普及・定着化、原木供給可能量情報
の集積・提供、需給情報のマッチング、低コスト作
業システムの開発・普及等の取組を通じて国産材を
低コスト生産し、安定的に供給できる体制の整備を
推進。

○森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成計画
に基づき、「緑の雇用」等の関係施策を実施し、林
業就業者の確保・育成を図る。
【実施する施策】
・緑の雇用担い手対策事業
・林業担い手等の育成確保（強い林業・木材産業づ
くり交付金）
【施策の内容】
　緑の雇用担い手対策事業により、U・Ｉターン者
等を含む森林の保全・整備に意欲を有する若者等に
対して研修等を実施し林業就業者の確保・育成を図
るとともに、リーダーとなる林業就業者の養成、林
業労働災害防止のためのセミナー等を実施。

○持続的養殖生産・供給を推進する
【実施する施策】
・養殖漁場環境適正利用推進事業
【施策の内容】
　養殖資機材の水域環境に及ぼす影響等の調査・検
討、漁場改善計画普及のための検討、養殖業由来の
環境負荷を低減するための実用的技術の開発、適正
な漁場利用に関する全国規模の調査等を実施。
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達成の評価
監視・測定

結果
局庁 課環境目的 実施計画環境目標

林野庁 計画課
研究・保全課

目標・計画と
も適合

適合

林野庁 経営課 目標・計画と
も適合

適合

農林水産技術
会議事務局

水産庁

研究開発課

研究指導課

目標・計画
とも適合

適合

水産庁 研究指導課 目標・計画
とも適合

適合

生産局 園芸課 目標・計画と
も適合

適合

総合食料局 流通課 目標・計画と
も適合

適合

総合食料局 食品産業企画課 目標・計画と
も適合

適合

【農林水産業による温室効果ガスの発生抑制
のための技術開発】
　農林水産業による温室効果ガスの発生を抑
制する技術の開発、漁船の省エネルギー技術
や集魚灯電の低減（発光ダイオードの利用）
の技術開発を促進する。

○省エネルギー技術導入促進事業
【施策の内容】
　漁船漁業の省エネルギー化を促進するため、漁業
者グループ等が行う省エネルギー技術導入・普及へ
の取組並びに衛星データと漁船からの実測データを
用いた漁場探索効率化のための技術開発を支援

○施設園芸脱石油イノベーション推進事業
【施策の内容】
　ガス燃焼により発生する電気・熱・二酸化炭素を
利用するトリジェネレーションシステム、農業用水
を利用した小型水力発電等に対応した施設野菜の生
産・出荷体制の導入により、施設園芸の生産・流通
における石油消費量の低減を推進。

○物流新技術を活用した食品流通効率化対策を推進
する。
【実施する施策】
・物流管理効率化新技術確立事業
・卸売市場連携物流最適化推進事業
【施策の内容】
　食品流通の効率化を図る観点から、電子タグを活
用した新たな物流管理システムの開発、卸売市場流
通の再編・効率化を図るための卸売市場間の連携に
よる物流の最適化システムの開発等を支援。

○森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成計画
に基づき、国民参加の森林づくり活動を推進する。
【実施する施策】
・森林づくり交付金
・地域活動支援による国民参加の緑づくり活動推進
事業
【施策の内容】
　緑化行事の開催、企業やＮＰＯ等の森林整備・保
全活動のサポート体制の整備及び活動の評価手法の
開発等を通じて「国民参加の森林づくり」を推進。

【農林水産業による温室効果ガスの発生抑
制】
　農林水産業による温室効果ガスの発生を抑
制する技術の開発、実証及び漁船の省エネル
ギー技術や集魚灯電の低減（発光ダイオード
の利用）の技術開発を促進する。

【食品産業における温室効果ガスの発生抑制
対策】
　物流効率化、省エネルギー対策、燃料転換
等により、二酸化炭素の排出削減を推進す
る。

○地球温暖化が農林水産業に及ぼす影響の評価及び
高度対策技術を開発する。
【施策の内容】
　農林水産生態系の炭素循環の解明及びモデルの開
発を行い、農林水産生態系からの温室効果ガスの排
出削減、炭素吸収源機能を確保するための技術の開
発を行うとともに、農林水産分野における温室効果
ガス及び気候変動の影響についてのモニタリング及
び影響評価を実施する。
　また、漁船への代替燃料導入に関する調査研究
等、二酸化炭素排出量の削減を実現し漁船の省エネ
ルギー化に資する技術の導入に関する調査研究を実
施。

○食品産業温室効果ガス排出削減戦略調査事業
【施策の内容】
食品産業から排出される温室効果ガスについて、そ
の排出構造や排出形態の変化に関する調査・分析を
行い、その抑制に向けた手法を検討。

○森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成計画
に基づき、望ましい林業構造の確立と特用林産の振
興を推進する。
【実施する施策】
・望ましい林業構造の確立（強い林業・木材産業づ
くり交付金）
・特用林産の振興（強い林業・木材産業づくり交付
金）
【施策の内容】
　高性能林業機械の導入等による効率的な林業生産
体制の早急な確立及び特用林産生産施設の整備等に
よる担い手の定着促進と山村再生を推進。
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達成の評価
監視・測定

結果
局庁 課環境目的 実施計画環境目標

大臣官房 環境バイオマ
ス政策課

目標・計画と
も適合
（要検討）

適合

生産局 畜産企画課
畜産振興課

目標・計画と
も適合

適合

総合食料局 食品産業企画
課

目標・計画と
も適合

適合

総合食料局 食品産業企画
課

目標・計画と
も適合

適合

生産局 畜産振興課 目標・計画と
も適合

適合

林野庁 木材利用課 目標・計画と
も適合

適合

大臣官房
農林水産技術
会議事務局

環境バイオマ
ス政策課
研究開発課

目標・計画と
も適合

適合

②食品リサイクルの推進等
食品製造業等食品産業から排出される食品副
産物・廃棄物について、安全性を確保しつつ
飼料や肥料等の再資源化を推進する。
（個々の事業者の再生利用等の実施率　平成
18年目標：20％以上）
（改正食品リサイクル法に基づく新たな実施
率目標において、平成１９年度は基準年と位
置付けられ、平成２０年度以降、基準年の実
績をもとに、毎年度の目標が事業者ごとに置
かれる見込み）

○森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成計画
に基づき、木質バイオマスエネルギー利用施設等の
整備を推進する。
【実施する施策】
・木質バイオマス利用促進整備
　（強い林業・木材産業づくり交付金）
【施策の内容】
  地域の未利用木質資源の利用を促進するため、林
地残材等の効率的な収集・運搬に資する機材や木質
バイオマスエネルギー利用施設等のモデル的な整備
を実施。

○バイオマス・ニッポン総合戦略に基づき地域での
取組を円滑に推進するための条件整備を推進する。
【実施する施策】
・革新的な研究・技術開発の推進（地域活性化のた
めのバイオマス利用技術の開発等）
・人材の育成、シンポジウムの開催等（バイオマ
ス・ニッポン総合戦略高度化推進事業）
【施策の内容】
　国産バイオ燃料への利用促進に向けた資源作物の
育成と低コスト栽培法等の開発、低コスト・高効率
なエタノール変換技術の開発、バイオマスの燃料利
用とマテリアル利用を総合的に行うバイオマス利用
モデルの構築等を重点的に実施するとともに、農林
水産バイオマスの特性を活かしたバイオマスマテリ
アル製造技術の開発を実施。
（バイオマスタウンの推進）再掲
・地域バイオマス利活用交付金
・バイオマスタウンモデルプラン作成調査分析事業
等
【施策の内容】
（バイオマスタウンの推進）
　バイオマスタウンの実現に向け、バイオマスタウ
ン構想の策定、バイオマスの変換・利用施設等の一
体的な整備、モデルプランの作成等を実施し、地域
の創意工夫を凝らした主体的な取組を支援。これら
の取組により、2010年までにバイオマスタウンを
300程度構築する（4月末現在：97）。

【健全な物質循環】
○　廃棄物の発生を抑制し、限りある資
源を有効活用する循環型社会の構築に向
けて、自然の恵みによりもたらされ、持
続的に再生可能な資源であるバイオマス
の　総合的な利活用を「バイオマス・
ニッポン総合戦略」に基づき推進する。
また、地域住民の主体的な取組による地
域内物質循環を促進する。
○　また、環境負荷の低減とたい肥を利
用した土づくりによる物質循環を促進
し、環境保全を重視する農業を推進す
る。

③　木質バイオマスの利用の推進
　未利用木質バイオマスのエネルギー利用を
推進する。

①家畜排せつ物利用推進。
　家畜排せつ物たい肥の利用
　家畜排せつ物の高度利用

④　地域内物質循環の促進
食品廃棄物等身近なリサイクル、家畜排せつ
物のたい肥利用、エネルギー利用等地域住民
の主体的な取組による地域内物質循環を促進
する。

○エコフィード（食品残さの飼料化）を推進する取
組を実施する。
【施策の内容】
　食品副産物等のリサイクル原料の飼料利用を推進
するため、全国レベル及び地方ブロックレベルで整
備した推進会議等を母体に、消費者等への広報活
動、関係者の人的ネットワークの構築・理解の醸成
等を図るとともに、広域的な飼料化施設整備につい
て支援する。

○バイオマス・ニッポン総合戦略に基づきバイオマ
スの総合的な取組を推進する。
【実施する施策】
（国産バイオ燃料の利用促進）
・バイオ燃料地域利用モデル実証事業
・地域バイオマス発見活用促進事業
・地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発
等
（バイオマスタウンの推進）
・地域バイオマス利活用交付金
・バイオマスタウンモデルプラン作成調査分析事業
等
【施策の内容】
(国産バイオ燃料の利用促進）
　バイオ燃料の地域利用モデルの整備と技術実証、
地域に眠る未利用のバイオマスの活用を支援するた
めの実地調査や人材育成、資源作物の導入等に向け
た技術開発等を実施。これらの取組により、国産バ
イオ燃料を５年後に単年度５万キロリットル以上導
入し、大幅な生産拡大を図る。
（バイオマスタウンの推進）
　バイオマスタウンの実現に向け、バイオマスタウ
ン構想の策定、バイオマスの変換・利用施設等の一
体的な整備、モデルプランの作成等を実施し、地域
の創意工夫を凝らした主体的な取組を支援。これら
の取組により、2010年までにバイオマスタウンを
300程度構築する（4月末現在：97）。

○家畜排せつ物利用のための施設等の整備を推進す
る。
【実施する施策（計画等）】
・地域バイオマス利活用交付金
・畜産環境総合整備事業（土地改良長期計画）
【施策の内容】
　市町村、農協、営農集団等が行う家畜排せつ物の
たい肥化施設等の整備、都道府県、市町村等がたい
肥還元用草地の造成・整備等と一体的に行う施設の
整備を実施。

○食品資源循環形成推進事業を実施する。
【施策の内容】
　食品リサイクルの優良な取組、リサイクル製品の
第三者機関による評価・認証の仕組みやルールづく
りの検討、試行を行う。また、食品リサイクル制度
の見直し内容についての普及啓発を支援。

○食品循環資源経済的処理システム実証事業を実施
する。
【施策の内容】
　より効率的な食品リサイクルを目指す実験的な地
域の取組等を国が直接採択して経済性を実証し、小
規模事業者や店舗等地域における新たな食品リサイ
クルのビジネスモデルを提示。

【バイオマスの総合的な利活用の推進】
（廃棄物系バイオマス利活用　平成22年目
標：80％以上）
（未利用系バイオマス利活用　平成22年目
標：25％以上）
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局庁 課環境目的 実施計画環境目標

水産庁
大臣官房

防災漁村課
企画評価課

目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 農地整備課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

消費・安全局 植物防疫課 目標・計画と
も適合

適合

【環境保全を重視する農業の推進】
　農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性
との調和などに留意しつつ、土づくり等を通
じて化学肥料、化学合成農薬の使用等による
環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業（環
境保全型農業）を推進する。
　都道府県の施肥基準について、作物の種
類、土壌条件等に応じて窒素収支の適正化を
図る観点等に配慮した見直しを促進する。ま
た、防虫ネット等を用いた物理的な防除や天
敵等を用いた生物的な防除などと化学合成農
薬の使用低減とを組み合わせた総合的病害虫
群管理（ＩＰＭ）の普及に向けた指導指針の
策定を促進する。これら指針に基づき、環境
保全を重視する多様な農業を促進する。
 
（エコファーマー認定件数　平成21年度末目
標：20万人）

○環境負荷の大幅な低減を図る先進的な営農活動を
推進
【施策の内容】
　農地や農業用水等の資源の保全と一体的に、地域
でまとまって化学肥料及び化学合成農薬を５割以上
低減する等の先進的な営農活動を支援。

○化学肥料、農薬を使用しないことを基本とする有
機農業の推進
【施策の内容】
　有機農業策推進法に基づき、平成１９年４月末に
策定した有機農業の推進に関する基本的な方針につ
いて周知徹底に努めるとともに、都道府県における
推進計画の策定への働きかけ等を実施。

○施肥基準の見直しの促進
【施策の内容】
　農業環境規範と併せて都道府県知事に通知した
「施肥基準の策定・見直しの指針」に基づき、各都
道府県の定める施肥基準について、施肥に伴う環境
負荷低減を図るよう見直しを推進。

○総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の普及推進
【施策の内容】
病害虫の発生予察情報に基づいて、化学的防除、生
物的防除および物理的防除を適切に組合せ、環境負
荷を軽減しつつ病害虫の発生状況を経済的負担が生
じるレベル以下に抑制する総合敵病害虫・雑草管理
（ＩＰＭ）の普及・推進を図るため、作物毎にＩＰ
Ｍの実践指標モデルの策定を進める。
また各都道府県は地域の実情に配慮しつつ、実践指
標モデルを元に、農業者自らがＩＰＭの達成度を
チェックできるＩＰＭ実践指標を策定するととも
に、モデル地区地域の育成に取り組む。

○農業環境規範の普及・定着を推進。
【施策の内容】
　新たな食料・農業・農村基本計画に基づき農業者
が環境保全に向けて最低限取り組むべき事項を取り
まとめ、平成１７年３月に策定した「環境と調和の
とれた農業生産活動規範（農業環境規範）」の普
及・定着を推進。

○環境と調和した持続的な農業生産を推進するため
の条件整備。
【実施する施策】
　強い農業づくり交付金
【施策の内容】
　環境と調和した持続的な農業生産を推進するため
に必要な共同利用機械・施設等の整備を支援。

○持続性の高い農業生産方式の導入の促進。
【施策の内容】
　持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する
法律に基づき、土づくりと化学肥料及び化学合成農
薬の使用低減に一体的に取り組む農業者を認定し
（エコファーマー）、金融上の支援や計画達成のた
めの指導・助言などの支援措置を講じることによ
り、持続性の高い農業生産方式の導入を促進する。

○循環型社会に対応した漁村づくりを推進する。
【実施する事業】
・漁場環境保全創造事業
・漁業集落環境整備事業
・強い水産業づくり交付金
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
【施策の内容】
　風力等の自然エネルギー、バイオマス資源等を活
用し、循環型社会に対応した漁村づくりを推進する
ため、関連事業を総合的・効率的に推進。
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結果
局庁 課環境目的 実施計画環境目標

農村振興局
大臣官房

農村政策課
企画評価課

計画は適合
目標は要監視

注意

農村振興局 地域整備課
水利整備課
事業計画課

目標・計画と
も適合

適合

農村振興局

林野庁

水産庁
大臣官房

事業計画課

研究・保全課
整備課
治山課
計画課

防災漁村課
企画評価課

目標・計画と
も適合

適合

林野庁 経営企画課 目標・計画と
も適合

適合

林野庁 計画課
治山課
整備課
経営課
研究・保全課

目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 事業計画課
資源課
農地整備課

目標・計画と
も適合

適合

農村振興局

大臣官房

地域整備課
資源課
事業計画課
企画評価課

目標・計画と
も適合

適合

【健全な農山漁村環境の保全】
都市と農山漁村の共生・対流、自然との
ふれあいの場の提供、生物多様性・多様
な生態系の保全を推進する。

【都市と農山漁村の共生・対流、自然とのふ
れあいの場の提供】
　都市と農山漁村がお互いの地域の魅力を分
かち合うよう、「人・もの・情報」の行き来
の促進に向けて、
・農山漁村の豊かな自然や景観等の資源の活
用により、都市との交流を進めるグリーン・
ツーリズム、
・里地・里山等居住地近くに拡がる農地や森
林の、自然とのふれあいの場、レクリエー
ションの場としての活用、
・都市生活者に対して、緑地空間としてのや
すらぎの場や自然とのふれあい・交流の場等
を提供する都市農業を推進する。

【生物多様性、多様な生態系の保全】
①　優れた自然環境を有する森林の維持・保
存。
　自然環境の維持、動植物の保護、遺伝資源
の保存等を図る上で重要な森林については、
「森林と人との共生林（自然維持タイプ）」
に区分し、自然環境の保全を優先した管理経
営を実施する。
②　自然環境を重視したむらづくり。
　農業農村整備事業の実施に際して、環境と
の調和への配慮を進め、可能な限り環境への
負荷や影響を回避・低減するとともに、良好
な生態系や景観等を形成・維持することによ
り、地域の二次的自然の保全・回復を図り、
地域の生物多様性の保全に向けた取組を推進
する。
　また、農村地域において、地域住民、ＮＰ
Ｏ等の参加を得た田園自然環境の保全・再生
活動の支援等の自然再生関連施策を推進する
とともに、水田周辺地域の生態系の現状を把
握する「田んぼの生きもの調査」を実施。
　また、農林水産省本省及び地方機関におい
て、環境省自然環境部局と連携・協力した施
策を推進する。

○地域の創造力を活かした個性ある農山漁村づくり
を図るとともに、美しい景観形成の観点も含めた整
備を実施することにより、魅力ある農山漁村づくり
を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・農業生産基盤整備推進調査のうち景観との調和に
配慮した基盤整備推進調査
・景観との調和に配慮した基盤整備推進調査
・森林づくり交付金（森林・林業基本計画及び京都
議定書目標達成計画）
・法定森林病害虫等駆除事業（森林・林業基本計画
及び京都議定書目標達成計画）
・森林害虫駆除事業委託（森林・林業基本計画及び
京都議定書目標達成計画）
・保安林整備事業委託費（全国森林計画及び京都議
定書目標達成計画）
・森林ＧＩＳデータ基盤整備費（森林・林業基本計
画及び京都議定書目標達成計画）
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
・漁港環境整備事業（漁港漁場整備長期計画）
・海岸環境整備事業（社会資本整備重点計画）

○都市と農山漁村の共生・対流を促進する。
【実施する施策】
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金　等
【施策の内容】
　グリーン・ツーリズムを通じた都市と農山漁村の
交流を促進するため、都市住民への農山漁村の情報
提供と農山漁村での受入体制の整備等を推進すると
ともに、都市部においてやすらぎの場や交流の場を
提供するための市民農園の整備等を推進する。

○土地改良長期計画に基づき、農村地域の総合的整
備を推進する。
【実施する施策】
・村づくり交付金　等
【施策の内容】
　地域の創意と工夫を活かした村づくりを支援する
「村づくり交付金」などにより、活力ある農村地域
の発展を推進するため、農業生産基盤と生活環境の
総合的な整備を実施する。

○農村地域の二次的自然の保全・回復を図り、良好
な生態系や景観等を形成・維持する観点から、環境
との調和に配慮した農業農村整備事業を推進する。
【実施する施策】
・環境配慮の評価手法等検討調査　等
【施策の内容】
　農村生態系の定量的評価手法等の検討を行い、調
査計画や施工の手法の充実を図る。また農村地域の
環境保全に関する基本計画の策定を推進することに
より、農業農村整備事業における環境との調和への
配慮の取り組みを進める。

○自然環境を重視したむらづくりを図るため、自然
再生関連施策を推進する。
【実施する施策】
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金　等
【施策の内容】
　地域の自主性と創意工夫により、農山漁村の活性
化を図る計画を支援する「農山漁村活性化プロジェ
クト支援交付金」などにより、健全で豊かな自然環
境の保全・再生と活力ある農業が調和した美しいむ
らづくりに向けて、田園自然再生関連対策を実施す
る。

○国有林野の管理経営に関する基本計画に基づき、
優れた自然環境を有する森林の維持・保存等、公益
的機能の発揮を旨とした管理経営を推進する。
【施策の内容】
　国有林野の管理経営にあたり、個々の森林を「水
土保全林」、「森林と人との共生林」及び「資源の
循環利用林」に類型化し、各々の区分に応じて適切
に管理経営を実施。
　特に自然環境の維持、動植物の保護等を図る上で
重要な森林については「森林と人との共生林（自然
維持タイプ）」に区分し、自然環境の保全を第一と
した管理経営を推進。

○里山の優れた自然環境の保全を図るため、里山林
再生総合対策を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・治山事業、森林整備事業（森林整備保全事業計画
及び京都議定書目標達成計画）
・特用林産の振興（強い林業・木材産業づくり交付
金）（森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成
計画）
・地域活動支援による国民参加の緑づくり活動推進
事業（森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成
計画）
・上下流連携いきいき流域プロジェクト（森林・林
業基本計画）
【施策の内容】
　森林整備事業や治山事業をはじめ、ＮＰＯ等の多
様な主体による森林づくりや利用活動、竹材の利用
の推進等により、里山林の再生・整備を推進。
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達成の評価
監視・測定

結果
局庁 課環境目的 実施計画環境目標

農村振興局 地域計画官 目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 農地整備課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 農地整備課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 農産振興課 目標・計画と
も適合

適合

消費・安全局 植物防疫課 目標・計画と
も適合

適合

水産庁 計画課
整備課
企画課

目標・計画と
も適合

適合

③　農業生産活動に伴う環境負荷の低減。
　農業生産活動に伴う環境負荷の低減を通
じ、生物多様性、多様な生態系の維持等自然
環境の保全に努める。
（エコファーマー認定件数　平成21年度末目
標：20万人）

④　海の森づくり。
　多様な水産生物にとって良好な生息・生育
の場である藻場・干潟は、水質浄化等の機能
を有するとともに、二酸化炭素固定により地
球温暖化対策にも寄与するものであり、その
保全・造成等による「海の森づくり」を積極
的に推進する。

○農地・水・環境の良好な保全と質的向上を図る。
【実施する施策（計画等）】
・農地・水・環境保全向上対策（食料・農業・農村
基本計画及び経営所得安定対策等大綱）
【施策の内容】
　農地・水・環境の良好な保全と質的向上を図るた
め、農地・農業用水等の保全向上に関する地域ぐる
みでの効果の高い共同活動と、農業者ぐるみでの環
境保全に向けた先進的な営農活動を、地域住民を始
めとする多様な主体の参画を得てこれらを総合的・
一体的に実施する活動を支援する。

○総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の普及推進
【施策の内容】
病害虫の発生予察情報に基づいて、化学的防除、生
物的防除および物理的防除を適切に組合せ、環境負
荷を軽減しつつ病害虫の発生状況を経済的負担が生
じるレベル以下に抑制する総合敵病害虫・雑草管理
（ＩＰＭ）の普及・推進を図るため、作物毎にＩＰ
Ｍの実践指標モデルの策定を進める。
また各都道府県は地域の実情に配慮しつつ、実践指
標モデルを元に、農業者自らがＩＰＭの達成度を
チェックできるＩＰＭ実践指標を策定するととも
に、モデル地区地域の育成に取り組む。

○水田周辺地域の生態系の現状を把握する「田んぼ
の生きもの調査」を引き続き実施する。

○「豊かな海の森づくり」関係施策を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・水産基盤整備事業（漁港漁場整備長期計画）
・岩礁域における大規模磯焼け対策促進事業
・環境・生態系保全活動支援調査・実証事業
【施策の内容】
　水産生物の良好な生息生育の場であるのみなら
ず、水質浄化機能を有する藻場・干潟等の保全・創
造を強力に推進。
磯焼け対策のプランづくりや効果検証等についての
技術的なサポートを行い、大規模な磯焼けの改善事
例づくりを行う。また、これらの取組事例から磯焼
け対策のノウハウを整理し他地域へ普及すること
で、磯焼けの全国的かつ効率的な改善を目指す。
漁業者を中心とした藻場・干潟等の環境・生態系保
全活動を促進する支援手法の確立を目指す。

○環境負荷の大幅な低減を図る先進的な営農活動を
推進
【施策の内容】
　農地や農業用水等の資源の保全と一体的に、地域
でまとまって化学肥料及び化学合成農薬を５割以上
低減する等の先進的な営農活動を支援。

○農業環境規範の普及・定着を推進。
【施策の内容】
　新たな食料・農業・農村基本計画に基づき農業者
が環境保全に向けて最低限取り組むべき事項を取り
まとめ、平成１７年３月に策定した「環境と調和の
とれた農業生産活動規範（農業環境規範）」の普
及・定着を推進。

○持続性の高い農業生産方式の導入の促進。
【施策の内容】
　持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する
法律に基づき、土づくりと化学肥料、化学合成農薬
の使用低減に一体的に取り組む農業者を認定し（エ
コファーマー）、金融上の支援や計画達成のための
指導・助言などの支援措置を講じることにより、持
続性の高い農業生産方式の導入を促進する。

○化学肥料、農薬を使用しないことを基本とする有
機農業の推進
【施策の内容】
　有機農業策推進法に基づき、平成１９年４月末に
策定した有機農業の推進に関する基本的な方針につ
いて周知徹底に努めるとともに、都道府県における
推進計画の策定への働きかけ等を実施。

○環境と調和した持続的な農業生産を推進するため
の条件整備。
【実施する施策】
　強い農業づくり交付金
【施策の内容】
　環境と調和した持続的な農業生産を推進するため
に必要な共同利用機械・施設等の整備を支援。
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達成の評価
監視・測定

結果
局庁 課環境目的 実施計画環境目標

水産庁 管理課 計画は適合、
目標は要監視

注意

水産庁 漁場資源課 計画は適合、
目標は要監視

注意

水産庁 漁場資源課 計画は適合、
目標は要監視

注意

消費・安全局 農産安全管理
課

目標・計画と
も適合

適合

消費・安全局 農産安全管理
課

目標・計画と
も適合

適合

農林水産技術
会議事務局

研究開発課 目標・計画と
も適合

適合

消費・安全局 植物防疫課 目標・計画と
も適合

適合

⑥　遺伝子組換え農作物等の使用等の規制に
よる生物多様性の確保
遺伝子組換え農作物等による生物多様性への
悪影響を防止するため、その使用等の規制を
的確に実施する。

【環境保全を重視する農林水産業のための技
術開発】
　環境負荷の低減に資する次のような農林水
産技術の開発を推進する。
・土壌・養分管理技術の高度化
・病害虫・雑草・野生鳥獣等の総合的管理技
術
・環境負荷物質の動態解明と制御技術
・より高度な病害虫抵抗性品種の育成等
　また、遺伝子組換え体の環境に対する安全
性評価手法の開発を推進する。
○生物機能を活用した環境負荷低減技術の開
発（目標：平成２０年度末）
・化学合成殺虫剤使用量削減（現行の５０～
８０％減）
・化学合成殺菌剤使用量削減(現行の３０～
８０％減）
・除草剤削減（現行の３０～８０％減）
・リン酸施肥量削減(現行の２０％減）
・窒素施肥量削減（現行の１０～５０％減）

⑤　資源の適正管理による海洋生物資源の持
続的利用。
　資源回復計画を着実に実施することによ
り、海洋生物資源を持続的に利用していく。
（資源回復計画作成後、半年以内にその回復
計画に基づく漁獲努力量削減実施計画を策定
することとし、その達成率が１００％となる
ことを目標とする。）
　

　
○我が国周辺水域資源調査等を実施する。
【施策の内容】
　我が国周辺水域における主要な水産資源の動向を
的確に把握するため資源調査の充実を図り、海洋環
境等の変動要因を考慮したより精度の高い資源評価
を行うとともに、新たに大陸棚の拡大が見込まれる
水域における生物資源調査を実施し、科学的知見に
基づく適切な資源管理･回復及び持続的利用にむけ
た取組を推進。

○資源管理体制・機能強化総合対策を推進する。
【実施する施策】
　強い水産業づくり交付金
【施策の内容】
　水産資源の維持・増大や合理的な利用を促進する
ため、ＴＡＣ・ＴＡＥの管理体制の整備、資源回復
計画の作成・普及、量・質・コストを一体的にとら
えた取組の推進等の施策を実施。

【試験研究・技術開発】 ○生物機能を活用した環境負荷低減技術を開発す
る。
【施策の内容】
　農業が環境に与える負荷低減を図るため、栽培植
物自身が有する機能や生物間の相互作用といった生
物機能を活用した病害虫防除技術、養分吸収促進技
術を開発するとともに、それら技術を効果的に実施
するためのセンシング技術を開発する。

○病害虫防除農薬環境リスク低減技術確立事業及び
IPM技術評価基準策定事業を推進する。
【実施する施策】
・病害虫の防除の推進のうち病害虫防除農薬環境リ
スク低減技術（食の安全・安心確保交付金）
・周辺作物飛散影響防止対策基準策定（委託費）
・土壌病害虫防除基準策定（委託費）
・省力的散布基準策定（委託費）

【施策の内容】
　農薬による防除のみならず、より環境に調和した
防除が期待できる天敵やフェロモン等の利用の促進
や静電散布技術等の新たな防除技術体系の確立を行
う。また、農業者等が、環境に配慮したIPM(総合的
病害虫・雑草管理）を効果的かつ安全に実践するた
め、確立した防除技術をもとに、周辺作物等に対す
る農薬飛散影響を低減しうる散布基準・ガイドライ
ン等の策定、土壌消毒技術における環境負荷低減に
資する評価基準等の策定、農薬の空中散布を有効利
用し、化学合成農薬の使用低減を図るための散布基
準の策定を行う。

○遺伝子組換え農作物実態調査を実施する。
【施策の内容】
　遺伝子組換え農作物の生産・流通の実態を適切に
把握するため、輸入港やその周辺の幹線道路におけ
るこぼれ落ちや生育等の実態調査を実施する。

○国際資源調査等を実施する。
【施策の内容】
　国際的な資源管理体制の確立に積極的に貢献する
ため、公海及び外国排他的経済水域等において漁獲
される国際漁業資源について、科学的知見に基づく
適切な資源管理を実施するために必要な資源調査等
を実施する。

○遺伝子組換え農作物等の使用等の承認及び取締を
実施する。
【施策の内容】
　遺伝子組換え農作物等の栽培等による野生動植物
への悪影響を防止するため、遺伝子組換え生物等の
使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法
律に基づき、生物多様性影響評価を実施してその使
用等の承認をするほか、未承認の遺伝子組換え農作
物等を検出するための検査を実施。
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達成の評価
監視・測定

結果
局庁 課環境目的 実施計画環境目標

農林水産技術
会議事務局

技術安全課 目標・計画と
も適合

適合

水産庁 研究指導課 目標・計画
とも適合

適合

水産庁 研究指導課 目標・計画
とも適合

適合

農林水産技術
会議事務局

研究開発課 目標・計画と
も適合

適合

林野庁 木材産業課 目標・計画と
も適合

適合

農林水産技術
会議事務局

研究開発課 目標・計画と
も適合

適合

消費・安全局 消費者情報官 目標・計画と
も適合

適合

林野庁 木材利用課 目標・計画と
も適合

適合

【物質循環の促進のための技術開発】
　農林水産物の残さ、家畜排せつ物、食品廃
棄物等の有機性資源の原材料化、木材の有効
利用、バイオマスエネルギー利用技術の開発
等の有機性資源循環利用技術の開発を推進す
る。

【環境教育・食育の推進】
　農林水産物などの素材、「田んぼ」、水路
などの水辺環境や森林・海辺を遊びや学びの
場として活用した環境教育や、食育を推進す
るため、人づくりや地域における学習活動等
を促進する。

○水産業振興型技術開発事業を推進する。
【施策の内容】
　二酸化炭素排出量を削減にし省エネルギー化を現
実する技術の漁船への導入を行うとともに機能性食
品の開発やプラスティック化、燃料化など海洋バイ
オマス利活用技術の開発等を実施。

○地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発。
【施策の内容】
　国産バイオ燃料への利用促進に向けた資源作物の
育成と低コスト栽培法等の開発、低コスト・高効率
なエタノール変換技術の開発、バイオマスの燃料利
用とマテリアル利用を総合的に行うバイオマス利用
モデルの構築等を重点的に実施するとともに、農林
水産バイオマスの特性を活かしたバイオマスマテリ
アル製造技術の開発を実施。

○地球温暖化が農林水産業に及ぼす影響の評価及び
高度対策技術を開発する。
【施策の内容】
　農林水産生態系の炭素循環の解明及びモデルの開
発を行い、農林水産生態系からの温室効果ガスの排
出削減、炭素吸収源機能を確保するための技術の開
発を行うとともに、農林水産分野における温室効果
ガス及び気候変動の影響についてのモニタリング及
び影響評価を実施する。

○森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成計画
に基づき、木材を活用した環境教育を推進する。
【実施する施策】
　木材利用に関する教育活動(木育）の推進
【施策の内容】
　地球温暖化防止に向けた木材利用推進の意義を普
及するための活動を実施。

○食育を推進する。
【実施する施策】
・にっぽん食育推進事業
・地域における「食事バランスガイド」等の普及・
活用の促進（食の安全・安心確保交付金）
【施策の内容】
　外食産業や小売業等における「食事バランスガイ
ド」を活用したモデル的取組の促進や都市部の児
童・生徒を対象とした体験学習等を通じた、米を中
心とした「日本型食生活」の普及・啓発、多様な媒
体等を活用した「食事バランスガイド」の普及・啓
発、シンポジウムの開催などにより、食育を推進

○森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成計画
に基づき、木材の有効利用のための技術開発を推進
する。
【実施する施策】
　住宅分野への地域材供給支援事業
　木製道路施設普及促進のための技術開発事業
【施策の内容】
　地域材の新たな利用の拡大に向け、マンションの
内装材等の新たな製品・技術の開発と普及促進に対
して支援するとともに、汎用性の高い低コスト木製
ガードレール等の開発とその普及に対して支援。

【環境教育・食育の推進】

【地球環境問題等への対応】
　農林水産業由来の温暖化ガスの発生抑制等
生態系や地球環境に及ぼす影響の低減技術の
開発、地球規模の環境変動が農林水産業に及
ぼす影響の評価・解明と対策技術の開発を推
進する。

○漁場環境・水産資源持続的利用型技術開発事業を
推進する。
【施策の内容】
　海洋深層水を活用した海洋肥沃化システムの実用
化に向けた検討、多様な環境特性に対応したアサリ
等二枚貝資源の増殖支援技術の開発等を実施。

○遺伝子組換え生物の産業利用における安全性確保
総合研究を推進する。
【施策の内容】
生物多様性影響評価に必要な新たな遺伝子組換え生
物に関する科学的知見の集積、検出技術や遺伝子拡
散防止技術など遺伝子組換え作物の安全・信頼の確
保のための管理技術の開発、交雑リスクを低減させ
る栽培技術など一般作物との共存のための技術開発
等を行う。
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達成の評価
監視・測定

結果
局庁 課環境目的 実施計画環境目標

林野庁 計画課
研究・保全課

目標・計画と
も適合

適合

水産庁
大臣官房

防災漁村課
企画評価課

目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 事業計画課、
総務課、水利
整備課、農地
整備課、地域
整備課、防災
課

目標・計画と
も適合

適合

農村振興局 事業計画課、
防災課

目標・計画と
も適合

適合

林野庁 計画課
整備課
治山課
業務課

目標・計画と
も適合

適合

水産庁 計画課
整備課

目標・計画と
も適合

適合

生産局 畜産振興課 目標・計画と
も適合

適合

生産局 総務課
（生産推進
室）
（農産振興
課）

目標・計画と
も適合

適合

経営局 構造改善課 目標・計画と
も適合

適合

経営局 構造改善課 目標・計画と
も適合

適合

評価基準
「監視・測定結果」　 「達成の評価」
・目標・計画とも適合 適合
・目標・計画とも適合（要検討） 適合
・計画は適合、目標は要監視 注意
・目標不適合 不適合
・計画不適合 不適合
・目標・計画とも不適合 不適合

【事業実施段階等における環境保全・環
境配慮の取組の推進】

②強い農業づくり交付金（経営力の強化）及
び広域連携アグリビジネスモデル支援事業に
ついて、事業の実施にあたり、環境配慮の取
組の促進を図る。

○「農業環境規範のクロス・コンプライアンス」を
導入する。（事業実施主体は、事業実施状況報告の
報告期間中に１回以上、整備した施設等を利用する
生産者から点検シートの提出を受ける。）

③アイヌ農林漁業対策事業について、自然環
境との調和に配慮して事業を実施する。

○北海道アイヌ居住地区を対象として、アイヌの文
化や伝統を継承し、振興することを目的とした「ア
イヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識
の普及及び啓発に関する法律（平成９年法律第５２
号）」等を踏まえ、事業の実施にあたっては、アイ
ヌ文化の根源である地域の自然や環境への配慮を行
うことを前提とする。

④水産関係公共事業の事業実施段階等におい
て環境保全・環境配慮の取組を実施する。

○「自然環境、景観との調和」を評価項目の一つと
している事業評価を引き続き適切に実施する。ま
た、「水産基盤整備事業における環境配慮ガイド
ブック」（Ｈ15.3）、「施工環境マニュアル」（Ｈ
17.6）により、調査、計画、実施の各段階での環境
配慮の取組を推進する。

○「環境との調和に配慮していること」を評価項目
の一つとしている事業評価を引き続き適切に実施す
る。

○「環境との調和に配慮していること」を評価項目
の一つとしている事業評価を引き続き適切に実施す
る。

○海辺体験活動等の環境教育を推進する。
【実施する施策】
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
・漁港環境整備事業（漁港漁場整備長期計画）
・海岸環境整備事業（社会資本整備重点計画）
【施策の内容】
子供たちの漁業体験活動等を行う場として、体験交
流施設等の整備を実施。

○「農業環境規範のクロス・コンプライアンス」を
導入する。（事業実施主体は、事業実施状況報告の
報告期間中に１回以上、整備した施設等を利用する
生産者から点検シートの提出を受ける。）

○「環境との調和に配慮していること」を評価項目
の一つとしている事業評価を引き続き適切に実施す
る。

③治山事業・森林整備事業の事業実施段階等
において環境保全・環境配慮の取組を実施す
る。

○「自然環境、景観との調和」を評価項目の一つと
している事業評価を引き続き適切に実施する。

【その他の事業】
①強い農業づくり交付金(産地競争力の強化)
及び農業・食品産業競争力強化支援事業（未
来志向型技術革新対策事業）について、事業
の実施にあたり、環境配慮の取組の促進を図
る。

【農林水産公共事業】
①農業農村整備事業の事業実施段階等におい
て環境との調和に配慮した取組を実施する。

○森林環境教育を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・森林の多様な利用・緑化の推進（森林づくり交付
金）（森林・林業基本計画及び京都議定書目標達成
計画）
・森林環境教育推進総合対策事業（森林・林業基本
計画及び京都議定書目標達成計画）
・学校林整備・活用推進事業（森林・林業基本計画
及び京都議定書目標達成計画）
・地域活動支援による国民参加の緑づくり活動推進
事業（森林・林業基本計画、京都議定書目標達成計
画）
・林業後継者活動支援事業（森林・林業基本計画）
【施策の内容】
　森林環境教育活動の拡大と内容の充実を図るた
め、人材育成、プログラム作り、学校林の整備・活
用とモデル学校林の設定等を推進するとともに、森
林体験活動や林業体験学習の場となる森林・施設の
整備を実施。
　緑化行事の開催、企業やＮＰＯ等の森林整備・保
全活動のサポート体制の整備及び活動の評価手法の
開発等を通じて「国民参加の森林づくり」を推進。

②海岸事業の事業実施段階等において環境と
の調和に配慮した取組を実施する。

⑤草地畜産基盤整備事業において、環境配慮
の取組を推進する。
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農林水産省環境報告書２００８について

○ 次回発行予定

２００９年１２月

○ 作成部署及び連絡先

農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課

〒１００－８９５０

東京都千代田区霞が関１－２－１

代 表：０３－３５０２－８１１１（内線３２９６）

直 通：０３－６７４４－２０１６

ＦＡＸ：０３－３５９１－６６４０

○ 発行

２００９年１月９日
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